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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年１月 平成20年１月

売上高（百万円） 66,917 74,908 86,667 84,257 117,132

経常利益（百万円） 3,468 5,964 9,945 15,128 23,190

当期純利益（百万円） 1,169 3,194 5,598 8,857 14,139

純資産額（百万円） 22,241 25,134 30,771 54,321 85,036

総資産額（百万円） 91,866 95,161 108,282 128,966 176,979

１株当たり純資産額（円） 735.92 832.17 1,018.94 1,300.09 1,886.89

１株当たり当期純利益金額
（円）

38.16 105.67 185.38 293.30 468.18

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 24.2 26.4 28.4 30.4 32.2

自己資本利益率（％） 5.4 13.5 20.0 25.3 29.4

株価収益率（倍） 35.01 9.89 16.29 16.54 5.60

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円）

11,697 17,095 18,532 18,188 28,149

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円）

△7,329 △11,197 △18,336 △18,779 △38,408

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円）

△4,068 △4,829 △1,126 3,031 18,281

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円）

719 1,820 853 3,364 11,426

従業員数（人）
[外、平均臨時雇用者数]

2,549
[428]

2,548
[595]

2,758
[748]

2,937
[806]

3,117
[765]

　（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．第62期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第62期は、決算期変更により平成18年４月１日から平成19年１月31日までの10ヶ月間となっております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年１月 平成20年１月

売上高（百万円） 57,072 65,246 72,557 72,450 90,452

経常利益（百万円） 1,861 4,442 4,403 9,537 12,742

当期純利益（百万円） 187 2,807 3,760 8,655 8,265

資本金（百万円） 11,636 11,636 11,636 11,636 11,636

発行済株式総数（千株） 30,200 30,200 30,200 30,200 30,200

純資産額（百万円） 25,632 27,926 31,412 39,545 46,784

総資産額（百万円） 78,165 81,755 91,742 106,192 126,841

１株当たり純資産額（円） 848.74 924.74 1,040.15 1,309.46 1,549.16

１株当たり配当額（円）
(うち１株当たり中間配当額）

6.00
(－)

10.00
(5.00)

12.00
(5.00)

16.00
(8.00)

50.00
(25.00)

１株当たり当期純利益金額
（円）

6.22 92.96 124.51 286.60 273.69

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 32.8 34.2 34.2 37.2 36.9

自己資本利益率（％） 0.7 10.5 12.7 24.4 19.1

株価収益率（倍） 214.79 11.24 24.25 16.92 9.57

配当性向（％） 96.4 10.8 9.6 5.6 18.3

従業員数（人）
［外、平均臨時雇用者数］

1,987
[376]

2,002
[537]

2,023
[657]

2,030
[683]

2,081
[643]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第62期は、決算期変更により平成18年４月１日から平成19年１月31日までの10ヶ月間となっております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和35年４月 ㈱小松製作所と㈱石塚研究所の共同出資により、小松電子金属㈱を設立。

（資本金 １億20百万円、本社 東京都千代田区大手町）。

昭和36年６月 神奈川県平塚市四之宮に単結晶工場を新設、生産を開始。

昭和41年５月 本社を東京都港区赤坂へ移転。

昭和42年３月 ポリッシュドウェーハとエピタキシャルウェーハの生産を開始。

昭和48年８月 宮崎県宮崎郡清武町にウェーハ加工工場として、九州小松電子㈱を全額出資で設立。

昭和60年１月 本社を神奈川県平塚市四之宮へ移転。

昭和60年10月 長崎県大村市雄ヶ原町に長崎工場を竣工。

昭和62年５月 米国に現地販売法人コマツシリコンＵ.Ｓ.Ａ.㈱を設立。

平成元年４月 長崎工場でＣＺ単結晶の生産を開始。

平成２年８月 米国ユニオンカーバイド・アンド・プラスチックス社の多結晶シリコン事業部門を買収し、アド

バンスト・シリコン・マテリアルズ㈲（以下、ASiMI社）を設立。

平成３年12月 長崎工場にウェーハ加工工場が完成し、同工場におけるシリコンウェーハ一貫生産体制確立。

平成３年12月 本社平塚工場内にテクニカルセンター完成。

平成５年４月 商号をコマツ電子金属㈱に変更。また、九州小松電子㈱も九州コマツ電子㈱に商号変更。

平成５年９月 当社の保有するASiMI社の株式の一部を㈱小松製作所等に売却し、当社持株比率は50％となる。

平成７年９月 米国オレゴン州に現地生産子会社コマツシリコンアメリカ㈱を設立（間接出資）。

平成７年10月 子会社の九州コマツ電子㈱を吸収合併し、当社宮崎工場とする。

平成７年11月 台湾に、Formosa Plastics Groupとの合弁により、製造販売の子会社、Formosa Komatsu 

Silicon Corporation（現 FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATION）を設立（当社出資

比率51％）。

平成８年３月 当社の保有するASiMI社の株式の一部を㈱小松製作所に売却し、当社持株比率は30％となる。

平成８年６月 ベルギーに現地販売法人Komatsu Silicon Europe N.V.（現 SUMCO TECHXIV EUROPE N.V.）を設

立。

平成８年10月 米国に欧米における持株会社KEM America Inc.を設立。

平成９年６月 宮崎工場に300㎜ウェーハのための開発試作棟竣工。

平成９年７月 コマツシリコンアメリカ㈱にエピタキシャルウェーハ工場竣工。

平成９年９月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成10年10月 現地販売法人のコマツシリコンＵ.Ｓ.Ａ.㈱をコマツシリコンアメリカ㈱に吸収合併。

平成11年２月 本社を東京都港区新橋へ移転（尚、登記上の本店所在地は神奈川県平塚市）。

平成11年３月 Formosa Komatsu Silicon Corporationの単結晶製造、ウェーハ加工工場竣工。

平成11年３月 コマツシリコンアメリカ㈱を㈱小松製作所に譲渡。

平成12年２月 当社の保有するASiMI社の株式を全て㈱小松製作所へ売却。

平成13年９月 子会社のKEM America Inc.を解散。

平成14年６月 登記上の本店所在地を長崎県大村市雄ヶ原町へ移転。

平成15年１月 本社を長崎県大村市雄ヶ原町へ移転。

平成18年10月 ㈱小松製作所から㈱SUMCOの連結子会社となる。

平成19年１月 SUMCO TECHXIV㈱に商号変更。 

平成19年12月 FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATION が台湾証券交易所に正式上場。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、SUMCO TECHXIV株式会社（当社）、子会社３社の計４社により構成さ

れております。なお、株式会社サイマックスについては、平成20年１月１日付合弁契約解消に伴う株式売却により関連会

社でなくなっております。

　主な事業は、半導体シリコンウェーハの製造及び販売、並びにこれらに付帯する研究・開発・サービス等の事業活動を

展開しております。なお、当社の親会社はシリコンウェーハの製造及び販売を主要な事業とする株式会社ＳＵＭＣＯで、

当社は株式会社ＳＵＭＣＯグループに属しております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

＜シリコンウェーハ＞

　シリコンウェーハの製造・販売は、当社のほか、子会社のFORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATION（Ｆ

ＳＴ）が行っており、ほかにSUMCO TECHXIV EUROPE N.V.（ＳＴＥ）が販売を行っております。

＜その他＞

　子会社のSUMTECサービス株式会社（ＳＳＣ）は、主に当社グループ従業員に対する福利厚生サービス、当社社内

向けの保守業務及び物流業の仲介等を行っております。

　なお、ＳＳＣの余剰資金の運用と当社の運転資金調達のために両社間で短期貸付を行っております。

　また、兄弟会社であるジャパンスーパークォーツ株式会社より高純度石英ルツボを購入しております。

［事業系統図］

　以上に述べた事項を事業系統図に示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の所有割
合又は被所有割
合（％）

関係内容

(1）親会社      

㈱SUMCO

（注)１

東京都

港区

百万円

114,107

シリコン

ウェーハの

製造販売

51.0 役員の兼任等…有

(2）連結子会社      

FORMOSA 

SUMCO 

TECHNOLOGY 

CORPORATION

（注)２，３

台湾

雲林縣

百万新台湾ドル

6,452

シリコン

ウェーハの

製造販売

48.8 当社の技術供与によってシリコンウェー

ハを製造しているほか、同製品を台湾内に

販売すると共に、当社にも供給しておりま

す。

役員の兼任等…有

SUMCO 

TECHXIV 

EUROPE N.V.

ベルギー

ビルボールド

百万ユーロ

0.25

シリコン

ウェーハの

販売

100.0 当社シリコンウェーハを欧州地域に販売

しております。

役員の兼任等…有

SUMTECサービス㈱ 長崎県

大村市

百万円

18.7

その他 100.0 当社の福利厚生業務等の引き受け、当社シ

リコンウェーハ用出荷容器の洗浄、当社工

場内設備のメンテナンス、当社製品の物流

業務の仲介を行っております。

役員の兼任等…有

　（注）１．上記の会社のうち、㈱SUMCOは有価証券報告書を提出しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONは、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連

結売上高に占める割合が100分の10を超えておりますが、所在地別セグメントの売上高に占める当該連結子

会社の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む。）の割合が100分の90を超えているため、主要

な損益等の記載を省略しております。 

４．㈱サイマックスについては、平成20年１月１日付合弁契約解消に伴う株式売却により関連会社でなくなって

おります。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年１月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

シリコンウェーハ 3,009 ［643］

その他 108 ［122］

合計 3,117 ［765］

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、有期社員を含む。）は［　］内に

年間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成20年１月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

2,081［643］ 37.0 15.3 5,966,838

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、有期社員を含む。）は[　]内に年間の平均人員を外数で記載

しております。

２．平均年間給与は、税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社には昭和37年4月に設立された「SUMCO TECHXIVユニオン」があり、組合員数は1,993名で全国に２支部があ

ります。労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度の国内経済は、原油価格の高騰や米国のサブプライムローン問題に端を発する金融信用不安等の

影響が懸念されたものの、ＢＲＩＣｓ諸国の高成長を背景に輸出は拡大し、民間設備投資も増加する等、全体として

緩やかな回復が続きました。

　当社グループの顧客である半導体業界においては、パソコンや携帯電話、デジタル家電向けの半導体の需要増を背

景に、出荷数量は総じて堅調に推移しましたが、半導体の一部在庫調整やＤＲＡＭ価格の大幅下落などにより、出荷

金額は伸び悩みました。

　当社グループが属するシリコンウェーハ業界においては、半導体市場に連動し、ウェーハの出荷数量は面積ベース

で過去最高の水準となりましたが、期後半からはメモリーメーカーを主体とした200㎜ウェーハから300㎜ウェーハ

への世代交代が加速し、300㎜ウエーハの旺盛な需要は継続したものの、200㎜ウェーハについては需給緩和が顕在

化しました。

　このような事業環境のもと当社グループは、国内外の顧客ニーズにきめ細かく対応した販売活動を積極的に展開

しました。成長著しい300㎜ウェーハについては、当社グループとして月産46万枚体制を構築すべく、工場棟の建設

や生産設備の導入などを計画に沿って着実に推進しました。200㎜ウェーハについては、アニールウェーハやエピタ

キシャルウェーハなどの半導体の微細化に対応した高品質ウェーハを中心に商品競争力の強化を図り、ディスク

リート用ウェーハについても、顧客ニーズにマッチした商品を提供し、パワー半導体などの成長市場における拡販

に努めました。

　台湾子会社であるＦＳＴ（FORMOSA　SUMCO　TECHNOLOGY　CORPORATION）においては、300㎜ウェーハの

量産体制の早期立ち上げによる売上増に加え、顧客から高い評価をいただいている200㎜アニールウェーハのさら

なる拡販に注力し、業績の向上を図ることができました。また、同社は昨年12月10日をもって台湾証券取引市場へ株

式上場を果たし、名実ともに台湾を代表するウェーハメーカーとしての確たる地位を築くことができました。

　この結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高1,171億32百万円となり、そのうち、国内は513億

５百万円、海外は658億27百万円となりました。損益面では、原材料及び諸資材の価格上昇による収益圧迫要因は

あったものの、親会社である株式会社ＳＵＭＣＯと鋭意取り組んできた資材調達の効率化や総コスト低減活動等の

効果により、営業利益209億80百万円、経常利益231億90百万円を計上しました。また、台湾子会社ＦＳＴの上場に伴

い、台湾における株価安定策の一環として、当社持分の一部を売出し、その株式売却益を特別利益に計上する一方、

株式会社ＳＵＭＣＯとのシナジー効果を発揮すべく、来年度、平塚テクニカルセンターの技術部門を同社伊万里工

場へ移転する予定としており、これに係る諸費用を特別損失に引当計上した結果、当期純利益は141億39百万円とな

りました。

　また、個別（単独）の売上高は904億52百万円となり、そのうち国内は477億27百万円、海外は427億24百万円となり

ました。損益面では、営業利益110億円36百万円、経常利益127億42百万円、当期純利益82億65百万円を計上しました。

  なお、前連結会計年度に決算期を変更したため、連結会計期間は平成19年１月期が平成18年４月１日～平成19年

１月31日、平成20年１月期が平成19年２月１日～平成20年１月31日となっておりますので、対前年同期比は記載し

ておりません。

　当社グループの事業は、シリコンウェーハの製造・販売を事業内容とする単一事業区分であるため、事業の種類別

セグメント情報は作成しておりません。

　所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　日本

国内は、半導体市況が好況なことにより、売上高は871億66百万円、営業利益は141億62百万円となりました。

②　アジア

台湾の製造販売子会社は、300㎜ウェーハ量産体制の早期立ち上げに伴う業績寄与により、売上高は250億35百

万円、営業利益は64億40百万円となりました。

③　欧州

　ベルギーの販売子会社は、売上高は49億30百万円、営業利益は３百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物は、後述の各増減要因により、114億26百万円（期首残高比80億61百

万円増）となりました。

　なお、当期のフリー・キャッシュ・フローは、△102億58百万円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、281億49百万円となりました。

　主な要因は、税金等調整前当期純利益の234億70百万円、及び減価償却費の170億81百万円であります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、△384億８百万円となりました。

　主な要因は、有形固定資産の取得の△377億20百万円であります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、182億81百万円となりました。

　主な要因は、短期借入金の増加49億91百万円及び、少数株主への株式の発行による収入136億49百万円でありま

す。

　（注）１.フリー・キャッシュ・フローは、以下の計算式を使っております。

〔フリー・キャッシュ・フロー〕＝〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕

＋〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

２.前連結会計年度に決算期を変更したため、連結会計期間は平成19年１月期が平成18年４月１日～平成19年１

月31日、平成20年１月期が平成19年２月１日～平成20年１月31日となっておりますので、対前年同期比は記

載しておりません。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。

事業部門の名称
当連結会計年度

（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

前年同期比（％）

シリコンウェーハ（百万円） 83,668 －

その他（百万円） － －

合計（百万円） 83,668 －

　（注）１．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前連結会計年度は、決算期変更に伴い10ヶ月決算となっておりますので、前年同期比は記載しておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注状況を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。

事業部門の名称

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

シリコンウェーハ 113,214 － 7,289 －

その他 3,594 － 0 －

合計 116,808 － 7,289 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前連結会計年度は、決算期変更に伴い10ヶ月決算となっておりますので、前年同期比は記載しておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。

事業部門の名称
当連結会計年度

（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

前年同期比（％）

シリコンウェーハ（百万円） 113,538 －

その他（百万円） 3,594 －

合計（百万円） 117,132 －

　（注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

コマツシリコンアメリカ㈲ 14,863 17.6 16,915 14.4

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前連結会計年度は、決算期変更に伴い10ヶ月決算となっておりますので、前年同期比は記載しておりません。
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３【対処すべき課題】

［中期的な課題］

(1）300㎜ウェーハ事業の強化・拡大

①　国内生産能力の増強と安定生産、及び品質向上による事業基盤の強化

②　ＦＳＴ生産ラインの増強と安定生産、及び生産・販売体制の整備

③　国内・台湾の増設余地における生産能力増強の推進検討

(2）200㎜ウェーハ事業の収益改善

①　高付加価値商品の生産・販売構成比の向上

②　国内２工場とＦＳＴの生産効率と商品競争力の向上

③　ＦＳＴと連携した中国始めアジア市場への販売体制の強化

(3）ディスクリート用ウェーハ事業の大径化対応と収益向上

①　宮崎工場のＦＺ商品一貫生産の生産効率向上

②　大径化商品の生産体制整備並びに品質向上の推進

［平成20年度の経営課題］

　平成20年度は次の経営方針に全力を挙げて取り組む。

(1）グループ力の結集と総合力の発揮

・ＳＵＭＣＯグループとして戦略の一本化を図り、販売・技術・生産・管理の諸分野における総合力を高

め、グループとしての相乗効果を発揮する。

(2）300㎜ウェーハの早期立ち上げと収益力強化

・300㎜ウェーハ事業を収益の柱に成長させるべく、経営資源を重点的に投入する。

・顧客からの旺盛な需要に応えるため、国内・台湾の生産能力の増強に全力で取り組むとともに、顧客要求

に適合した技術開発を進め、早期の収益貢献及び事業基盤の強化を図る。

(3）Ｕ8分野（Ｕ8：200㎜以下）での着実な収益改善と確保

・200㎜以下ウェーハ製品の徹底的なコスト低減を図り、安定的な収益確保できる体制を構築する。

(4）ＴＰＭ（＝トータル・プロダクティブ・メンテナンス）活動の継続的な推進と業務のレベルアップ

(5）安全で活力のある職場作り 

(6）コンプライアンスの徹底
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４【事業等のリスク】

　経営成績及び財政状態に関する記載事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、次のよ

うなものがあります。

(1）商品市況変動に係る事項

　当社グループの主要商品であるシリコンウェーハは、需給変動が大変激しい半導体産業の中にあり、この環境の

変化が当社グループの事業の成果に影響を及ぼすリスクがあります。需給変動によるウェーハの販売量の減少や

販売価格の低下、あるいは半導体製造企業間の競争激化による販売価格の低下は、当社グループの業績や財政状

態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2）為替相場変動に係る事項

　当社グループの海外売上高比率は、平成18年３月期55.5％、平成19年１月期54.8％、平成20年１月期56.2％と高水

準となっています。このため、外貨建売上高の一定水準を為替予約によりリスクヘッジしているものの、為替相場

の変動は当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3）原材料調達環境に係る事項

　シリコンウェーハの原材料であるポリシリコンは、需給が逼迫するとともに市場価格が上昇傾向にあります。今

後の需給動向により調達環境が著しく悪化した場合、調達量不足による生産支障や価格高騰による製造原価上昇

は、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

(4）今後の設備投資に係る事項

　300mmウェーハの製品需要が想定どおりに拡大しなかった場合や製品需要の拡大に対して設備投資自体の遅

れ、また設備計画に係る工期の遅延等が生じた場合には、経営成績及び財政状態等に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

(5）開発・設備投資に係る事項

　当社グループの主要商品であるシリコンウェーハは、顧客である半導体メーカーの需要動向に合わせて微細化

や大径化の対応を推進していますが、その対応のための開発・設備投資への負担や、製品需要の拡大に対して、開

発・設備投資自体の遅れが生じた場合には、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす場合があります。

(6）自然災害や事故等に係る事項

　当社グループは、各生産拠点においてでき得る限り防災対策を講じていますが、地震・台風等の自然災害や火災

等の事故が発生した場合、操業停止、設備・製品の損壊、あるいは原材料調達や製品出荷等に不測の事態を来たす

可能性があり、これにより当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度における経営上の重要な契約等は次のとおりであります。

その他の契約

原材料のメインベンダーであるアールイーシー・アドバンスト・マテリアルズ㈲との間で原材料仕入に関する

長期供給契約を平成17年７月29日に締結しておりますが、平成19年３月12日に更に期間等を延長した契約に更新し

ました。また、㈱トクヤマとの間でも長期的な原材料仕入に関する「売買契約書」を締結しております。 

なお、平成20年３月６日開催の取締役会において、株式交換による株式会社SUMCOの完全子会社化に関する契約

締結を行うことを決議し、同日付で株式会社SUMCOと株式交換契約を締結いたしました。

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 　１　連結財務諸表等（２　財務諸表等）」の重要な後発事象に記載して

おります。

６【研究開発活動】

　当社グループは、ますます高集積化、大容量化、微細化する半導体のデバイスメーカーからの要求に応えて、高品質な

シリコンウェーハを提供して行くため、シリコン単結晶引き上げ、ウェーハ加工、アニール処理、エピタキシャル成長

等の各技術やその評価技術及び300㎜ウェーハを含む次世代ウェーハの研究開発に取り組んでおります。

　研究開発活動は当社技術本部を中心に推進しております。技術本部では製品設計から技術開発、量産導入と品質保証

に至るまでの一貫した研究開発体制を強化し、顧客プロセスにマッチした特長ある高品質シリコンウェーハの開発・

商品化を推進しております。

　これらの研究開発活動によって、結晶欠陥の少ないシリコン単結晶、高品質エピ・アニールウェーハ、高平坦度・高

清浄度ウェーハ、高品質300㎜ウェーハ等の技術・商品開発を進展させております。

　当連結会計年度の研究開発費総額（一般管理費、製造費用に含まれる研究開発費）は、58億95百万円（売上高比

5.0％）となっております。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。当社では、特に下記の重要な会計方針及び見積りが当社グループの連結財務諸表に大きな影響を及ぼす

と考えております。

①　たな卸資産

　当社は、たな卸資産の陳腐化の見積り額について、通常６ヶ月経過した時点で評価減を計上し、また、各期末でそ

の使用見込を検討し廃却を実施しております。実際の将来需要又は市場環境が当社グループの見積りより悪化し

た場合、追加の評価減・廃却が必要となる可能性があります。

②　繰延税金資産

　当社グループは、繰延税金資産について、回収可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当額を

計上しております。評価性引当額の必要額を評価するにあたっては、将来の課税所得を検討しますが、繰延税金資

産の全部又は一部を将来回収できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用と

して計上します。また、計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後回収できると判断した場合、繰延税金資産へ

の調整により当該判断を行った期間に利益を増加させることになります。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

①　売上高

　売上高は前連結会計年度に比べ増収の1,171億円となりました。月当たりでも前連結会計年度の84億円に対し、当

連結会計年度は97億円と15.8％増となりました。

　当社グループではシリコンウェーハの需要が堅調に推移するなか、主力商品の200mmウェーハについてはエピ

タキシャルウェーハやアニールウェーハ等の高付加価値商品を中心に商品競争力の強化を図り、ディスクリート

用ウェーハについても、顧客ニーズを的確に捉え、また、300mmウェーハについても、生産能力増強を進めるなど

拡販に努めました。

②　営業利益

　営業利益は209億円（営業利益率17.9％）となり営業利益率は前連結会計年度に対して1.1ポイント好転しまし

た。主に300mm・200mmウェーハの売上数量の増加が寄与しました。

③　営業外損益

　営業外損益は22億円となりました。主に作業屑売却益が寄与しました。

④　経常利益

　経常利益は231億円（経常利益率19.8％）となり経常利益率は前連結会計年度に対して1.8ポイント好転しまし

た。

⑤　特別損益

　前連結会計年度に計上した特別損益は、子会社株式売却益１億円、持分変動差益０億円、統合関連費用△２億円

で、当連結会計年度の特別損益は、子会社株式売却益８億円、関連会社株式売却益０億円、技術部門移転費用△５

億円であります。

⑥　税金等調整前当期純利益

　税金等調整前当期純利益は234億円となりました。

⑦　法人税等（含む法人税等調整額）

　法人税等は29億円となりました。

⑧　少数株主損益

　少数株主損益はＦＳＴに帰属する利益からなり、当連結会計年度は△63億円となりました。

⑨　当期純利益

　当期純利益は、141億円（当期純利益率12.1％）となり、当期純利益率は前連結会計年度に対して1.6ポイント好

転しました。
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(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

　営業活動キャッシュ・フローは281億円となりました。主として、税金等調整前当期純利益の増加が寄与しまし

た。

　投資活動によるキャッシュ・フローは主として、有形固定資産の取得増加により△384億円となりました。

②　資金需要

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、当社グループ製品製造のための材料及び部品の購入のほか、製

造費、販売費及び一般管理費等の営業費用によるもので、営業費用の主なものは人件費であります。当社グループ

の研究開発費は様々な営業費用の一部として計上しておりますが、研究開発に携わる従業員の人件費及び経費が

研究開発費の主要な部分を占めております。

③　財務政策

　当社グループは現在、運転資金及び設備投資資金については、内部資金又は借入により資金調達することとして

おります。また、300mm設備投資の一部をリースで実施しております。

　当社グループではデット・エクイティ・レシオ（純資産に対する有利子負債の割合）を1.0以下にすることを目

標としております。

(4）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案し、推進するように

努めておりますが、半導体技術の急速な進展とシリコンウェーハ要求品質の高度化や市場の変動が大きいため、顧

客ニーズに最も適した商品の安定した供給と市場の変動に耐えうる強靱な企業体質を作ることによって、業績の向

上を図ってまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）において、当連結会計年度はシリコンウェーハの製造設備・開発設備投資を

中心に481億52百万円の設備投資を実施いたしました。

　当社においては、300㎜シリコンウェーハの増産対応を中心に255億５百万円の設備投資を実施いたしました。また、

ＦＳＴにおいて、300mmシリコンウェーハ生産設備等の投資を226億35百万円、ＳＴＥにおいてその他設備投資を４百

万円、ＳＳＣにおいてその他設備投資を６百万円実施いたしました。

　所要資金については、当社、ＳＴＥ及びＳＳＣは主に自己資金を充当し、また、ＦＳＴは主に増資により充当いたしま

した。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は次のとおりであります。

(1）提出会社
 （平成20年１月31日現在）

事業所名 所在地
事業部門の
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社・長崎工場

(注)２

長崎県

大村市

シリコン

ウェーハ

シリコン

ウェーハ

生産設備

8,128 33,369

1,373

(131)

[7]

5,225 48,095
1,275

[455]

宮崎工場

(注)２

宮崎県

清武町

シリコン

ウェーハ

シリコン

ウェーハ

生産設備

3,381 4,835

1,773

(55)

[10]

152 10,143
643

[167]

平塚テクニカル

センター

(注)２

神奈川県

平塚市

シリコン

ウェーハ
開発設備 134 580 － 39 755

48

[9]

東京事務所

(注)２

東京都

港区

シリコン

ウェーハ
その他設備 31 － － 3 35

115

[12]

(2）国内子会社
 （平成20年１月31日現在）

会社名
事業所名
(所在地)

事業部門の
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

SUMTECサービ

ス株式会社

本社

(長崎県

大村市)

その他 その他設備 24 2
0

(0)
6 33

108

[122]

(3）在外子会社
 （平成20年１月31日現在）

会社名
事業所名
(所在地)

事業部門の
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

FORMOSA SUMCO

TECHNOLOGY

CORPORATION

(注）２

麥寮工場

(台湾

雲林縣)

シリコン

ウェーハ

シリコン

ウェーハ

生産設備

6,130 19,375
423

(66)
18,251 44,180

924

[－] 

 

SUMCO TECHXIV

EUROPE N.V.

(注）２

本社

(ベルギー

ビルボール

ド)

シリコン

ウェーハ
その他設備 － 7 － 1 8

4

[－] 

 

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であり建設仮勘定を含んでおります。なお、金額には消費税等

を含めておりません。

２．土地及び建物の一部を賃借しており年間の賃借料は277百万円です。賃借している土地の面積は[　]内に外数

表示しております。

　　　　３．従業員数の[　]は、平均臨時雇用者数を外数で記載しております。

４．上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借及びリースしている設備として、以下のものがあります。
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(1）提出会社

事業所名 事業部門 設備の内容
賃借料又はリース料
（百万円）

リース契約残高 
（百万円）

本社・長崎工場

(長崎県大村市)

（注）

シリコンウェーハ

シリコンウェーハ生産設備
年間リース料

　69百万円
113

空調冷却供給設備
年間リース料

　62百万円
383

サーバー
年間リース料

　53百万円
32

（注）所有権移転外ファイナンス・リースであります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

なお、新たに確定した重要な設備の改修、除却、売却等の計画はありません。

新設

会社名
事業所名

所在地 事業部門 設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

（百万円）
既支払額
(百万円)

着手 完了

当社 

本社・長崎 

工場 

長崎県

大村市

シリコン

ウェーハ 

300㎜シリコ

ンウェーハ

生産設備 

48,320 3,726
自己資金

等

平成19年

５月 

平成21年

６月 

 300㎜シリコン

ウェーハ生産設

備130％増加

FORMOSA SUMCO

TECHNOLOGY 

CORPORATION 

麥寮工場

台湾

雲林縣 

 シリコン

ウェーハ

300㎜シリコ

ンウェーハ

生産設備 

10,500 992
自己資金

等

平成19年

８月

平成20年

９月 

300mmシリコ

ンウェーハ生産

能力　45％増加 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年４月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,200,000 同左 
東京証券取引所

（市場第二部）
－

計 30,200,000 同左 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成９年９月12日 5,000,000 30,200,000 6,200 11,636 7,748 12,824

　（注）　有償・一般募集

入札による募集　　　3,150,000株

　発行価格　2,480円　　　資本組入額　1,240円　　　払込金総額　8,953百万円

入札によらない募集　1,850,000株

　発行価格　2,700円　　　資本組入額　1,240円　　　払込金総額　4,995百万円

（５）【所有者別状況】

 平成20年１月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 16 38 64 150 3 4,839 5,110 －

所有株式数

（単元）
－ 11,644 3,072 189,782 71,026 20 26,430 301,974 2,600

所有株式数の

割合（％）
 － 3.85 1.02 62.85 23.52 0.01 8.75 100.00 －

　（注）１．自己株式260株は、「個人その他」に２単元及び「単元未満株式の状況」に60株を含めて記載しております。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、16単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

 平成20年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社SUMCO 東京都港区芝浦１丁目２－１ 15,402 51.00

株式会社小松製作所 東京都港区赤坂２丁目３－６ 3,300 10.93

モルガンスタンレーアンドカンパニーインク 

（常任代理人モルガン・スタンレー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,

 NEW YORK 10036, U.S.A.

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 恵

比寿ガーデンプレイスタワー）

1,734 5.74

モルガンスタンレーアンドカンパニーインターナショ

ナルピーエルシー

（常任代理人モルガン・スタンレー証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,

 LONDON E14 4QA ENGLAND

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 恵比

寿ガーデンプレイスタワー）

504 1.67

ドイチェバンクアーゲーロンドンピービーノントリ

ティークライアンツ613

（常任代理人ドイツ証券株式会社）

TAUNUSANLAGE 12,

 D-60325 FRANKFURT AM MAIN,

 FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号山王

パークタワー）

332 1.10

アールービーシーデクシアインベスターサービシーズ

トラストロンドンレンディングアカウント

（常任代理人スタンダードチャータード銀行）

71 QUEEN VICTORIA STREET, LONDON,

EC4V 4DE

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号山王

パークタワー21階）

331 1.09

ドイチェバンクアーゲーロンドン610

（常任代理人ドイツ証券株式会社）

TAUNUSANLAGE 12,

 D-60325 FRANKFURT AM MAIN,

 FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号山

王パークタワー）

324 1.07

SUMCO TECHXIV従業員持株会 長崎県大村市雄ヶ原町1324－２ 300 0.99

ユービーエスエイジーロンドンアジアエクイティーズ

 （常任代理人ＵＢＳ証券会社）

1 FINSBURY AVENUE,

 LONDON EC2M 2PP

（東京都千代田区大手町１丁目５番１号大手

町ファーストスクエアイーストタワー）

298 0.98

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 272 0.90

計 － 22,802 75.50

　（注）　フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者であるエフエムアール　エルエルシーから、平成19年12月21日付

で提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成19年12月14日現在で256,000株を保有している旨の報告

を受けておりますが、当社では期末時点における同社の所有株式数の確認ができません。

なお、フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者であるエフエムアール　エルエルシーの大量保有報告書

の変更報告書の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

 （％）

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号

城山トラストタワー
37,500 0.12

エフエムアール エルエルシー
82 Devonshire Street, Boston,

 Massachusetts 02109, USA
218,500 0.72

計 － 256,000 0.85
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

         200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  30,197,200 301,956  

単元未満株式 普通株式       2,600 － －

発行済株式総数 30,200,000 － －

総株主の議決権 － 301,956 －

　（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,600株含まれております。なお、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれておりません。

　      ２.「単元未満株式」の欄には、当社名義の株式が60株含まれております。

②【自己株式等】

 平成20年１月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

SUMCO TECHXIV

株式会社

長崎県大村市雄ヶ

原町1324番地２
200 － 200 0.00

計 － 200 － 200 0.00

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 213 1,025,975

当期間における取得自己株式 61 151,865

 　（注）当期間における取得自己株式には、平成20年４月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

そ　の　他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 260 － 321 －

  　（注）当期間における保有自己株式には、平成20年４月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、株主に対する適正な利益還元を経営の重要課題として認識し、利益配分については、再投資のための内部資

金の確保に努めつつ、業績を反映した配当をしていくことを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　平成20年１月期の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり50円（うち中間配当25円）を実施することを

決定しました。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年７月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成19年９月10日

取締役会決議
754 25

平成20年４月23日

定時株主総会決議
754 25

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第59期 第60期 第61期 第62期 第63期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年１月 平成20年１月

最高（円） 1,407 1,575 3,270 7,200 8,950

最低（円） 380 902 880 2,560 2,320

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

２．第62期は、決算期変更により平成18年４月１日から平成19年１月31日までの10ヶ月間となっております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年８月 ９月 10月 11月 12月 平成20年１月

最高（円） 8,400 8,590 6,850 6,230 5,680 3,790

最低（円） 6,080 5,060 5,600 4,260 3,540 2,320

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

EDINET提出書類

ＳＵＭＣＯ　ＴＥＣＨＸＩＶ株式会社(E01449)

有価証券報告書

19/84



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
 

※

阿部　隆司 昭和23年11月28日生

昭和46年４月 ㈱小松製作所入社

平成６年１月 当社入社、技術本部技術企画部長

平成９年６月 取締役

平成11年５月 ディスクリートシリコン事業部長

平成11年６月 執行役員

平成12年１月 技術本部長 兼 ディスクリートシリコン

事業部長

平成13年６月 常務執行役員

平成15年６月 取締役 兼 常務執行役員

平成17年２月 技術本部長 兼 ディスクリートシリコン

事業部長 兼 Ｆ300推進室長

平成17年４月 技術本部長 兼 Ｆ300推進室長

平成17年６月 代表取締役社長（現任）

平成19年４月 株式会社SUMCO 取締役副社長(現任)

（注）３ 4.7

取締役  

※

廣瀬　豊 昭和21年６月27日生

昭和44年４月 住友金属工業株式会社入社

平成12年６月 同社常務執行役員

株式会社シリコン ユナイテッド

マニュファクチュアリング

（現 株式会社SUMCO）監査役

平成14年２月 三菱住友シリコン株式会社

（現 株式会社SUMCO）常務取締役

平成16年４月 同社専務取締役

平成17年４月 同社取締役 兼 専務執行役員

平成18年10月 当社顧問

平成18年12月 当社取締役 兼 副社長執行役員（現任）

平成19年４月 株式会社SUMCO 取締役副社長(現任)

（注）３  0.4

取締役  

※

横川　三男 昭和22年７月17日生

昭和45年４月 ㈱小松製作所入社

平成11年２月 当社入社、経理部長

平成11年５月 管理部長

平成11年６月 取締役 兼 執行役員

平成13年６月 常務取締役 兼 執行役員

平成15年４月 取締役 兼 常務執行役員

平成17年６月 取締役 兼 専務執行役員（現任）

（注）３ 5.2

取締役  

※

渡部　雅 昭和22年11月25日生

昭和46年４月 当社入社

平成９年６月 取締役

平成11年５月 生産本部長

平成11年６月 執行役員

平成13年６月 常務執行役員

平成15年６月 取締役 兼 常務執行役員

平成17年６月 取締役 兼 専務執行役員（現任）

平成17年６月 Formosa Komatsu Silicon Corporation

（現

 FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY

 CORPORATION）董事顧問

平成17年10月 同社董事総経理(現任)

（注）３ 13.3

取締役
技術本部

長

※

池田　哲夫
昭和22年12月12日生

昭和46年４月 当社入社

平成８年７月 Ｌ推進室長

平成９年６月 取締役

平成11年３月 技術本部副本部長 兼 Ｌ推進部長 兼 

製品設計部長

平成11年６月 執行役員

平成13年６月 技術本部副本部長 兼 ＩＴ室長

平成14年６月 常務執行役員

平成15年３月 技術本部副本部長 兼 300㎜事業部長

平成17年６月 取締役 兼 常務執行役員（現任）

平成17年６月 技術本部長 兼 300㎜事業部長

平成18年４月 技術本部長（現任）

（注）３  6.1

 

EDINET提出書類

ＳＵＭＣＯ　ＴＥＣＨＸＩＶ株式会社(E01449)

有価証券報告書

20/84



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

総務部長

兼

安全環境

管理室長

※

浅野　俊寿
昭和24年２月10日生

昭和46年４月 ㈱小松製作所入社

平成10年６月 当社入社、総務担当部長

平成10年７月 総務部長

平成11年６月 執行役員

平成14年１月 総務部長 兼 安全環境管理室長

平成16年４月 常務執行役員

平成17年６月 取締役 兼 常務執行役員（現任）

平成17年10月 総務部長

平成18年６月 総務部長 兼 安全環境管理室長（現任）

（注）３  2.7

取締役  村松　祐一 昭和20年６月24日生

昭和44年４月 三菱金属鉱業株式会社

（現 三菱マテリアル株式会社）入社

平成12年６月 三菱マテリアルシリコン株式会社

取締役

平成13年６月 株式会社シリコン ユナイテッド 

マニュファクチュアリング

（現 株式会社SUMCO）取締役

平成14年２月 同社常務取締役

平成16年４月 同社専務取締役

平成17年４月 同社取締役 兼 専務執行役員

平成18年３月 同社営業本部長（現任）

平成18年12月 当社取締役（現任）

平成19年４月 株式会社SUMCO 取締役副社長(現任)

（注）３  －

取締役  志田　善明 昭和22年３月27日生

昭和46年４月 住友金属工業株式会社 入社

平成13年６月 同社技監

平成16年４月 三菱住友シリコン株式会社

（現 株式会社SUMCO）統括

平成17年４月 同社常務執行役員

平成18年３月 同社専務執行役員、生産・技術本部長

（現任）

平成18年４月 同社取締役（現任）

平成18年12月 当社取締役（現任）

（注）３ － 

常勤監査役  時本　忠 昭和18年12月22日生

昭和42年４月 当社入社

平成３年６月 取締役

平成６年１月 技術本部長

平成11年６月 常務取締役 兼 執行役員

平成12年１月 営業本部長

平成13年６月 専務取締役 兼 執行役員

平成15年４月 取締役 兼 専務執行役員

平成17年６月 常勤監査役（現任）

（注）５  5.8

常勤監査役  本多　正一 昭和23年１月１日生

昭和45年６月 ㈱小松製作所入社

平成７年５月 当社入社

平成７年11月 生産本部資材部長

平成９年７月 生産本部生産管理部長

平成10年４月 生産本部生産管理センター長 兼 資材部

長

平成11年４月 生産本部生産管理センター長

平成17年10月 安全環境管理室長

平成18年６月 常勤監査役（現任）

（注）６ 2.8 

監査役  彌永　一ニ三 昭和27年３月７日生

昭和49年４月 三菱金属株式会社

（現 三菱マテリアル株式会社）入社

平成15年４月 三菱住友シリコン株式会社

（現 株式会社SUMCO）企画室長

平成17年４月 同社執行役員

平成18年３月 同社常務執行役員（現任）

平成18年４月 同社取締役（現任）

平成18年12月 当社監査役（現任）

（注）６  －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役  角谷　英美 昭和26年１月４日生

昭和49年４月 住友金属工業株式会社 入社

平成14年２月 三菱住友シリコン株式会社

（現 SUMCO）グループ事業部長

平成15年４月 同社経営管理部長

平成17年４月 同社執行役員

平成18年３月 同社常務執行役員（現任）

平成18年12月 当社監査役（現任）

（注）６  －

監査役  飯田　文雄 昭和21年１月１日生

昭和44年４月 三菱金属鉱業株式会社

（現 三菱マテリアル株式会社）入社

平成９年11月 同社監査室長

平成11年７月 株式会社シリコン ユナイテッド

マニュファクチャリング

（現 株式会社SUMCO）常勤監査役

平成14年２月 ジャパンスーパークォーツ株式会社

取締役

平成15年１月 同社常務取締役

平成16年４月 三菱住友シリコン株式会社

（現 株式会社SUMCO）常勤監査役

（現任）

平成18年12月 当社監査役（現任）

（注）４  －

    計  41.0

　（注）１．取締役 村松祐一、志田善明の両氏は会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役 彌永一二三、角谷英美並びに飯田文雄の3氏は会社法第2条第16号に定める社外監査役です。

３．平成21年4月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。

４．平成22年4月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。

５．平成23年4月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。

６．平成24年4月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。

７．当社は平成11年6月29日より執行役員制を導入いたしました。平成20年４月24日現在、執行役員は12名

（上記氏名欄に※印を付した取締役兼務者６名を含む）であります。

なお、専任の執行役員は次のとおりであります。

地位 氏名 担当又は主な職業

常務執行役員 齋藤　幸雄 技術本部副本部長 兼 品質保証部長

執行役員 赤池　克己 ディスクリートシリコン事業部長

執行役員 年吉　重徳 生産本部長 兼 長崎工場長

執行役員  堤　芳雄

FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATION 董事副総経

理 

兼 麥寮工場長

執行役員 小林　正和 企画室長

執行役員 真砂　勉 資材部長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、企業価値を高め、株主をはじめとするステークホルダーから信頼される会社になることを目指し、当社グ

ループ全体で、経営効率の向上に加え、経営の健全性確保と企業倫理の徹底に努めています。

　株主並びに投資家各位に対しては、公正かつタイムリーな情報開示を進めるとともに、ＩＲ活動を通じて、経営の

透明性向上を目指しています。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

(1）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

イ．機関構成、組織運営等に関する事項

①　会社の機関の内容

コーポレート・ガバナンスの仕組み（平成20年１月末現在）

　当社は、平成11年度に執行役員の制度を導入し、法令の範囲内で、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機

能の分離に努めています。同時に、取締役会の構成員数を少数化し、経営の重要課題に対して充分な議論を尽く

し、かつ迅速な意思決定ができる体制としています。

　取締役会は、毎月開催し、重要事項の審議・決議と当社及び当社グループの経営方針の決定を行うとともに、

代表取締役以下の経営執行部の業務執行を厳正に管理・監督しています。取締役（平成20年１月末現在８名）

のうち２名は社外取締役です。

　監査役（平成20年１月末現在５名）についても、社外監査役が３名としています。各監査役は、取締役会その

他の重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監査するとともに、隔月で監査役会を開催し、監査方針、監査役

間の職務分担等の決定を行い、経営執行部から業務執行状況を聴取し、適正な監査を行っています。

②　社外取締役（社外監査役）のサポート体制

　取締役会決議事項のうち特に重要な案件については、決議を行う取締役会より前の取締役会において、討議を

行っています。これにより決議に至るまでに十分な検討時間を確保するとともに、討議において指摘のあった

事項を、決議する際の提案内容の検討に活かしています。

③　監査役と会計監査人の連携状況

　監査役は、監査計画時において会計監査人と相互の監査方針、重点監査項目や監査の着眼点に関する意見交換

を通して、効果的、効率的な監査を目指しています。また、期中の会計監査人による事業所・関係会社等の監査

への立会いをはじめ、適宜監査情報の交換機会を設け、相互の連携を深め、機動的な監査に取り組んでいます。

さらに、中間・期末時の重要事項の確認、監査役会での監査報告書の受領や監査概要の聴取を通して、会計監査

人の監査の方法と結果の検証を行っています。
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④　監査役と内部監査部門の連携状況

　内部監査については監査室（平成20年１月末現在２名）を設置しており、監査室は内部監査規程及び毎年度

策定の監査計画に基づき、当社内の各部門及び関係会社に対し、業務執行やコンプライアンスの状況等に関す

る内部監査を実施し、実施結果を社長及び被監査部門に報告するとともに、改善計画の立案と実施を求め、適

宜、改善結果のフォローアップを行っています。

　監査室の監査結果は監査役に報告されているほか、監査役からの情報提供を受けるなど、密接な連携が保たれ

ています。

　また、監査室、会計監査人の間でも、それぞれが行う監査の計画、進捗及び結果を報告・説明する等、相互の情

報及び意見の交換を行っています。

ロ．業務執行、監査・監督、報酬等に関する事項

　当社は、監査法人トーマツと監査契約を締結し、単独及び連結決算の双方につき、会計監査を受けています。な

お、業務を遂行した公認会計士等の内容は以下のとおりです。

　業務を執行した公認会計士　　　　　牛島　毅　　（継続監査年数１年）

伊集院　邦光（継続監査年数１年）

　所属監査法人　　　　　　　　　　　監査法人トーマツ

　監査業務に係る補助者　　　　　　　公認会計士　６名

会計士補等　５名

その他　　　２名 

　当社は、重要な法律案件については、社外の法律事務所の助言を得て、法的リスクの軽減に努めています。

　なお、当期に支払われた役員報酬及び監査報酬の内容は、次のとおりです。

役員報酬の内容

取締役　　６名　　　　  　204百万円

監査役　　２名　　　 　　　40百万円　　

合計　　　８名　　　　    245百万円

監査報酬の内容

　当社の会計監査人である監査法人トーマツに支払うべき報酬額

　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　41百万円

　なお、上記以外の報酬はありません。

(2）内部統制システムの整備に関する基本方針及びその整備状況

①　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会議事録、稟議書その他取締役の職務の執行に関する重要な文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）は、

法令や社内規則の定めるところにより保存・管理しています。また、取締役は、必要とする文書を随時閲覧でき

ることとしていきます。

②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　　　　リスク管理に関する基本方針、リスク項目の認識と管理に関する基本的事項を「リスク管理基本規程」に定め、リ

スク管理体制の整備を推進しています。この規程に基づき社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し

ています。

　事業戦略に係る重大リスク及び為替変動、金利変動等の市場リスクについては取締役会が審議し、対応を決定

しています。その他の事業に係る重大リスクについては、リスク管理委員会において基本方針を審議、決定する

とともに、リスク対策実施状況の確認・フォロー等を行っています。リスク管理委員会の審議・活動の内容は

定期的に取締役会に報告しています。また、重大リスク発生時には緊急対策本部を設置し、被害を最小限に抑制

するための適切な措置を講じます。

　　　　③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会を月１回（定時）開催するほか、必要に応じて臨時に開催することとしています。また、「執行役員

制度」の導入により取締役を少数化し、取締役会運営の効率化と監督機能の強化を図るとともに、社外取締役

を選任し、取締役会の意思決定の妥当性を高めています。

　また、執行役員からなる「マネージメント会議」を設け、取締役会の議論を充実させるべく取締役会付議議

案の事前審議を行うとともに、経営の方針及び重要事項の審議、並びに取締役会決定事項を円滑に実施するた

めの審議を行っています。

　なお、取締役の職務の執行が効率的かつ適正に行われるよう、当社では「決裁権限規程」等の社内規則を定

めています。
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④　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、全ての役員及び従業員が順守すべきビジネス社会のルールを定めた「行動基準（倫理綱領）」を制

定し、その周知徹底に努めています。

　また、コンプライアンス全般の統括・推進機能はリスク管理委員会が担当し、審議・活動の内容は定期的に取

締役会に報告しています。

　コンプライアンス上の問題の早期発見と是正が重要であるとの認識のもと、従業員からの相談・通報受入体

制の整備を進めるとともに、内部監査部門及びコンプライアンス推進部門によるコンプライアンス実施状況の

モニタリングを継続的に実施していきます。

⑤　株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、親会社の内部統制システムの整備に関する基本方針を踏まえ、業務を適正に推進するための体制の整

備を進め、リスク管理及びコンプライアンスに係わる重要事項については親会社に対し定期的に報告していま

す。

　子会社については、各社の経営の自主性を尊重しつつ、グループ経営の適正かつ効率的な運営に資するため

「関係会社管理規程」を定めています。海外重要子会社のリスク管理及びコンプライアンスについては、その

属する地域社会のルール、あるいは事業のあり方等を十分に考慮した上で当社の体制を踏まえた体制の整備の

促進を指導するとともに、リスク管理及びコンプライアンスも含めた事業の状況について、当社取締役会にお

いて定期的に報告させていきます。その他の子会社については、業務の適正を確保するために必要な体制の整

備を進め、当社はその整備過程において指導を行っていきます。

　さらに、当社の監査室は、グループ内の各子会社も監査対象とし、各社の業務が適正に行われていることを監

査していきます。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役からの求めがある場合には、使用人を専任又は兼任のスタッフとして選定し、監査役の職務の補助にあ

たらせます。また、この場合において、係る使用人の人事取り扱い全般については、監査役の意見を尊重します。

⑦　監査役への報告体制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役は、当社及びグループ内の各子会社において、重大な法令違反やコンプライアンスに関する重要な問

題、その他当社事業に重大な損害を及ぼす事実が生じた場合には、直ちに監査役に報告しています。また、監査

役と社長は、定期的に会合を持ち、意見、情報の交換を行っています。

　監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、主要な会議体にオブザーバーとして出

席するほか、取締役会議事録、稟議書その他取締役の職務の執行に関する重要な文書を随時閲覧できることと

しています。

(3）会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　本書提出日現在、当社の社外監査役３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり、親会社である株式

会社SUMCOの役職員を兼務しています。

　　　　　なお、社外監査役と当社との間に特別の利害関係はありません。

 

　　　(4）取締役の定数

　　　　　当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めています。

 

　　　(5）取締役の選任の決議要件

　　　　　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。　

 

　　　(6）株主総会の特別決議要件

　　当社は、会社法309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。これは、株主総会におけ

る特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。　
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年１月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年１月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

(3）当社は、平成18年12月22日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を３月31日から１月31日

に変更いたしました。これに伴い、前連結会計年度及び前事業年度は、平成18年４月１日から平成19年１月31日までの

10ヶ月間となっております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年１月31日まで）の

連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年１月31日まで）の財務諸表はあずさ監査法人により監

査を受けております。また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年２月１日か

ら平成20年１月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）の財務諸

表について監査法人トーマツにより監査を受けております。

　なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。

　前連結会計年度及び前事業年度　　あずさ監査法人

　当連結会計年度及び当事業年度　　監査法人トーマツ
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年１月31日）
当連結会計年度

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   3,364   9,926  

２．受取手形及び売掛金   22,039   23,116  

３．有価証券   －   1,500  

４．たな卸資産   17,613   19,667  

５．繰延税金資産   1,028   516  

６．その他   3,129   6,854  

貸倒引当金   △58   △59  

流動資産合計   47,116 36.5  61,522 34.8

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※１ 38,043   41,258   

減価償却累計額  22,248 15,794  23,426 17,831  

(2）機械装置及び運搬具 ※１ 179,183   206,879   

減価償却累計額  137,163 42,020  148,707 58,171  

(3）土地   3,651   3,569  

(4）建設仮勘定   11,753   23,036  

(5）その他 ※１ 3,208   3,388   

減価償却累計額  2,730 478  2,744 644  

有形固定資産合計   73,698 57.1  103,253 58.3

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   908   1,275  

(2）その他   214   115  

無形固定資産合計   1,123 0.9  1,391 0.8

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   301   148  

(2）繰延税金資産   6,335   10,282  

(3）その他   395   383  

貸倒引当金   △4   △2  

投資その他の資産合計   7,027 5.5  10,811 6.1

固定資産合計   81,850 63.5  115,457 65.2

資産合計   128,966 100.0  176,979 100.0
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前連結会計年度

（平成19年１月31日）
当連結会計年度

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金   14,353   14,040  

２．短期借入金   22,883   30,092  

３．１年以内支払予定ファイナンス
・リース未払金

  －   313  

４．未払金   5,747   15,327  

５．未払法人税等   3,436   2,997  

６．繰延税金負債   －   665  

７．賞与引当金   1,510   1,626  

８．役員賞与引当金   36   －  

９．設備関係支払手形   2,293   2,713  

10．その他   1,475   2,290  

流動負債合計   51,736 40.1  70,067 39.6

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   17,650   15,100  

２．ファイナンス・リース未払金   －   1,168  

３．退職給付引当金   5,109   5,541  

４．その他   148   64  

固定負債合計   22,908 17.8  21,874 12.4

負債合計   74,645 57.9  91,942 52.0

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   11,636 9.0  11,636 6.6

２．資本剰余金   12,824 9.9  12,824 7.3

３．利益剰余金   14,545 11.3  32,811 18.5

４．自己株式   △0 △0.0  △1 △0.0

　　株主資本合計   39,005 30.2  57,271 32.4

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額金   81 0.1  12 0.0

２．繰延ヘッジ損益   △29 △0.0  10 0.0

３．為替換算調整勘定   204 0.1  △310 △0.2

　　評価・換算差額等合計   256 0.2  △287 △0.2

Ⅲ　少数株主持分   15,058 11.7  28,053 15.8

純資産合計   54,321 42.1  85,036 48.0

負債純資産合計   128,966 100.0  176,979 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   84,257 100.0  117,132 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  60,217 71.5  83,240 71.1

売上総利益   24,039 28.5  33,892 28.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．販売費 ※１ 2,048   2,422   

２．一般管理費 ※１，２ 7,811 9,860 11.7 10,489 12,912 11.0

営業利益   14,179 16.8  20,980 17.9

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  19   29   

２．為替差益  100   －   

３．設備貸与料  5   27   

４．作業屑売却益  1,003   3,410   

５．持分法による投資利
益

 16   8   

６．その他  220 1,366 1.7 403 3,879 3.3

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  328   483   

２．為替差損  －   925   

３．債権譲渡損  47   86   

４．その他  40 416 0.5 175 1,670 1.4

経常利益   15,128 18.0  23,190 19.8

Ⅵ　特別利益        

１．子会社株式売却益  197   868   

２．関連会社株式売却益  －   0   

３．持分変動差益  51 248 0.2 － 868 0.7

Ⅶ　特別損失        

１．統合関連費用 ※３ 256   －   

２．技術部門移転費用 ※４ － 256 0.3 587 587 0.5

税金等調整前当期純
利益

  15,121 17.9  23,470 20.0

法人税、住民税及び事
業税

 4,336   5,922   

法人税等調整額  △476 3,860 4.6 △2,939 2,983 2.5

少数株主利益   △2,403 △2.8  △6,348 △5.4

当期純利益   8,857 10.5  14,139 12.1
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年１月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高　　（百万円） 11,636 12,824 6,140 △0 30,601

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △211  △211

剰余金の配当   △241  △241

当期純利益   8,857  8,857

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計（百万円） － － 8,404 － 8,404

平成19年１月31日　残高　　（百万円） 11,636 12,824 14,545 △0 39,005

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日　残高　　（百万円） 120 － 50 170 7,831 38,603

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（注）      △211

剰余金の配当      △241

当期純利益      8,857

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

△39 △29 154 86 7,226 7,312

連結会計年度中の変動額合計（百万円） △39 △29 154 86 7,226 15,717

平成19年１月31日　残高　　（百万円） 81 △29 204 256 15,058 54,321

　（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

 

 

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年１月31日　残高　　（百万円） 11,636 12,824 14,545 △0 39,005

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △996  △996

当期純利益   14,139  14,139

自己株式の取得    △1 △1

持分変動差益   5,124  5,124

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計（百万円） － － 18,266 △1 18,265

平成20年１月31日　残高　　（百万円） 11,636 12,824 32,811 △1 57,271

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

平成19年１月31日　残高　　（百万円） 81 △29 204 256 15,058 54,321

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当      △996

当期純利益      14,139
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

為替換算調整
勘定

評価・換算差
額等合計

自己株式の取得       △1

持分変動差益      5,124

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額）

△69 39 △515 △544 12,994 12,450

連結会計年度中の変動額合計（百万円） △69 39 △515 △544 12,994 30,715

平成20年１月31日　残高　　（百万円） 12 10 △310 △287 28,053 85,036
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  15,121 23,470

減価償却費  10,237 17,081

有形固定資産除却損  151 381

持分法による投資損益（△は益）  △16 △8

退職給付引当金の増減額（△は減少）  392 450

賞与引当金の増減額（△は減少）  45 149

役員賞与引当金の増減額（△は減少）  36 △35

貸倒引当金の増減額（△は減少）  14 0

受取利息及び受取配当金  △21 △32

支払利息  328 483

為替差損益（△は益）  △28 156

持分変動差損益（△は益）  △51 －

有形固定資産売却損益（△は益）  △39 △4

子会社株式売却損益（△は益）  △197 △868

関連会社株式売却損益（△は益）  － △0

売上債権の増減額（△は増加）  △3,128 △1,140

たな卸資産の増減額（△は増加）  △2,483 △2,173

その他流動資産の増減額（△は増加）  △1,170 △3,365

仕入債務の増減額（△は減少）  1,427 △267

未払金の増減額（△は減少）  △597 △264

その他流動負債の増減額（△は減少）  827 1,067

その他固定負債の増減額（△は減少）  △76 12

小計  20,770 35,093

利息及び配当金の受取額  21 32

利息の支払額  △358 △468

法人税等の支払額  △2,245 △6,507

営業活動によるキャッシュ・フロー  18,188 28,149
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記番
号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △20,324 △37,720

有形固定資産の売却による収入  57 98

無形固定資産の取得による支出  △395 △704

投資有価証券の取得による支出  △3 △3

子会社株式の取得による支出  － △971

子会社株式の売却による収入  209 969

関連会社株式の売却による収入  － 32

短期貸付金の純増減額（△は増加）  1,944 －

その他投資の純増減額（△は増加）  △268 △109

投資活動によるキャッシュ・フロー  △18,779 △38,408

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  △1,179 4,991

長期借入れによる収入  3,300 4,200

長期借入金の返済による支出  △3,300 △4,200

ファイナンスリース契約に伴う資産売
却による収入 

 － 1,140

ファイナンスリース未払金の返済によ
る支出

 － △63

自己株式の取得による支出  － △1

配当金の支払額  △452 △996

少数株主への配当金の支払額  － △438

少数株主への株式の発行による収入  4,664 13,649

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,031 18,281

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  71 38

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(△は減少）  2,511 8,061

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  853 3,364

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,364 11,426
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社は次の３社であります。

SUMTECサービス㈱

FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY

 CORPORATION

SUMCO TECHXIV EUROPE N.V.

　　　　　　　　同左

 

 

 

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の関連会社は次の１社で

あります。

㈱サイマックス

(1）持分法適用の関連会社

 　　　　　　──────

㈱サイマックスについては、平成20年

１月１日付合弁契約解消に伴う株式

売却により関連会社でなくなってお

ります。

なお、関連会社であった期間の利益は

当連結会計年度の連結損益計算書に

含めております。

 (2）持分法を適用していない関連会社

㈱スーパーシリコン研究所は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しておりま

す。

(2）持分法を適用していない関連会社

同左

３．連結決算日及び連結会計

年度に関する事項

当社は、株式会社SUMCOの連結子会社に

なったことに伴い、同社の連結決算に的確

に対応するとともに、円滑な事業活動の推

進を図るため、連結会計年度を同社にあわ

せて２月１日から翌年１月31日までとす

ることとしました。この変更に伴い、当連

結会計年度は平成18年４月１日から平成

19年１月31日までの10ヶ月となっており

ます。

　　　　　　──────

４．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、SUMTECサービス㈱の

決算日は１月31日であり、また、

FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY

 CORPORATION及び

SUMCO TECHXIV EUROPE N.V.の決算日

は12月31日であります。連結財務諸表の作

成にあたっては、同決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、連結決算日

までの期間に発生した重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行っております。

　　　　　　　　同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

５．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

 　時価のあるもの

     連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定。）

イ．有価証券

その他有価証券 

   　時価のあるもの 

  　   　  　　　同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ロ．デリバティブ

時価法

ロ．デリバティブ

同左

 ハ．たな卸資産

製品・半製品・仕掛品

…主として総平均法による原価法

ハ．たな卸資産

製品・半製品・仕掛品

　…　　　　同左

 原材料・貯蔵品

…主として移動平均法による原価

法

原材料・貯蔵品

　…　　　　同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ．有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を、

また在外連結子会社は主として所在

地国の会計基準に基づく定率法又は

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　15年～50年

機械装置及び運搬具　５年～８年

イ．有形固定資産

同左

 ロ．無形固定資産

当社及び国内連結子会社は定額法を、

また在外連結子会社は所在地国の会

計基準に基づく定額法を採用してお

ります。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づいております。

ロ．無形固定資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

(3）重要な引当金の計上基

準

イ．貸倒引当金

主として、債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

イ．貸倒引当金

同左

 ロ．賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員に

対する賞与の支給に備えるため、支給

見込額のうち当連結会計年度負担分

を計上しております。

ロ．賞与引当金

    従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当連結会計年

度負担分を計上しております。

 ハ．役員賞与引当金

一部の連結子会社は、役員に対する賞

与の支給に備えるため、支給見込額に

基づく当連結会計年度負担額を計上

しております。

ハ．　　　　──────

　

 ニ．退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

ニ．退職給付引当金

同左

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、各

社の決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めて計上しております。

　　　　　　　　同左 

　　　　　

(5）重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

(6）重要なヘッジ会計の方

法

イ．ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約については

振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を、金利スワップについて

は特例処理の要件を満たしている場

合は特例処理を採用しております。

イ．ヘッジ会計の方法

　　　　　　同左

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ及び先

物為替予約

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

            同左

 ヘッジ対象……借入金並びに外貨建

債権

 

 ハ．ヘッジ方針

主として当社の市場リスク管理規程

に基づき、金利変動リスク及び為替変

動リスクをヘッジしております。金利

変動リスクについては、総借入に占め

る固定金利建借入比率を一定割合以

上に維持しております。為替変動リス

クについては、外貨建債権・債務の

ネット受取予想額に対して一定の

ヘッジ比率を維持しております。

ハ．ヘッジ方針

　　　　　　同左

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段及びヘッジ対象について、

個別取引毎のヘッジ効果を検証して

おります。ただし、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象に関する元本・利率・期間等

の重要な条件が同一の場合は、ヘッジ

効果が極めて高いことから、ヘッジ有

効性の判断は省略しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　同左

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理の方法

税抜方式によっております。

イ．消費税等の会計処理の方法

同左

６．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

（役員賞与に関する会計基準）

　役員賞与については、従来は利益処分により利益剰余金

の減少として会計処理しておりましたが、当連結会計年度

より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用し、発生した期間の費用と

して会計処理しております。この結果、従来の方法と比べ

て、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が36

百万円減少しております。

　　　　　　　　　──────

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は39,291百万

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

　　　　　　　　　──────

 

 　　　　　　　　　──────

 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連

結会計年度より、平成19年４月１日以後に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は、それぞれ394百万円減少しております。

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

（連結損益計算書）  　　　　　　　　──────

　前連結会計年度まで、営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「債権譲渡損」（前連結会計年

度27百万円）は営業外費用の100分の10を超えること

となったため区分掲記することに変更しました。

 

追加情報

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

　　　　　　　　　────── 　当社の連結子会社である

FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY　CORPORATIONは、

平成19年12月、台湾株式市場への上場の際に公募時価発

行増資を実施しました。その結果、当社の連結会計上、多

額の持分変動差益が生じることとなったため、当該差益

を直接利益剰余金に加算しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年１月31日）

当連結会計年度
（平成20年１月31日）

※１．国庫補助金により、有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳額は、次のとおりであります。

※１．国庫補助金により、有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳額は、次のとおりであります。

建物及び構築物 509百万円

機械装置及び運搬具 869

その他有形固定資産 2

計 1,381

建物及び構築物 505百万円

機械装置及び運搬具 811

その他有形固定資産 2

計 1,319

　２．保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。

　２．　　　　　　──────

　　　　

㈱サイマックス 57百万円   

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給与手当 2,780百万円

研究開発費 2,360

運賃梱包費 1,792

減価償却費 272

賞与引当金繰入額 180

退職給付引当金繰入額 91

給与手当 3,252百万円

研究開発費 3,560

運賃梱包費 2,072

減価償却費 359

賞与引当金繰入額 179

退職給付引当金繰入額 119

※２．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は4,707百万円であります。

※２．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は5,895百万円であります。

※３.統合関連費用は、株式会社ＳＵＭＣＯとの経営統合に

伴う費用であります。

　３．　　　　　　 ──────

　４．　　　　　　 ────── ※４．技術部門移転費用は、平塚テクニカルセンター技術

部門が主として株式会社ＳＵＭＣＯ（伊万里事業

所）へ移転することに伴う費用であります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 30,200,000 － － 30,200,000

合計 30,200,000 － － 30,200,000

自己株式     

普通株式 47 － － 47

合計 47 － － 47

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月22日

定時株主総会
普通株式 211 7 平成18年３月31日 平成18年６月23日

平成18年10月31日

取締役会
普通株式 241 8 平成18年９月30日 平成18年12月１日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月24日

定時株主総会
普通株式 241  利益剰余金 8 平成19年１月31日 平成19年４月25日

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 30,200,000 － － 30,200,000

合計 30,200,000 － － 30,200,000

自己株式     

普通株式 47 213 － 260

合計 47 213 － 260

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加213株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月24日

定時株主総会
普通株式 241 8 平成19年１月31日 平成19年４月25日

平成19年９月10日

取締役会
普通株式 754 25 平成19年７月31日 平成19年10月10日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年４月23日

定時株主総会
普通株式 754  利益剰余金 25 平成20年１月31日 平成20年４月24日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

※　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

現金及び預金勘定 3,364百万円

現金及び現金同等物 3,364

現金及び預金勘定 9,926百万円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券）
1,500      

現金及び現金同等物 11,426
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（リース取引関係）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残
高相当
額

(百万円)

機械装置
及び運搬
具

4,241 2,636 1,605

その他有
形固定資
産

736 133 603

無形固定
資産

79 11 67

合計 5,057 2,781 2,276

 

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残
高相当
額

(百万円)

機械装置
及び運搬
具

985 461 524

その他有
形固定資
産

741 483 258

無形固定
資産

81 49 31

合計 1,808 994 814

 （注）　取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。

同左

 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 １年内 717百万円

１年超 1,558

合計 2,276

１年内 206百万円

１年超 607

合計 814

 （注）　未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が、有形固

定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

同左

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失

 支払リース料 776百万円

減価償却費相当額 776

支払リース料 300百万円

減価償却費相当額 300

 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年１月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 75 210 135

(2）債券 － － －

 (3）その他 － － －

 小計 75 210 135

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

 (3）その他 － － －

 小計 － － －

合計 75 210 135

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年１月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

－ － －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 55

当連結会計年度（平成20年１月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 54 77 23

(2）債券 － － －

 (3）その他 － － －

 小計 54 77 23

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 24 20 △3

(2）債券 － － －

 (3）その他 － － －

 小計 24 20 △3

合計 78 98 19

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

32 0 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容
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 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 50

譲渡性預金 1,500

 ４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超
（百万円）

 その他     

 　譲渡性預金 1,500 － － －

合計 1,500 － － －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

(1）取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替

予約取引、金利関連では金利スワップ取引であります。

(1）取引の内容

　　　　　　　　　　　同左

(2）取引に対する取組方針

　通常の取引の範囲内で将来の変動リスクを回避するた

めのデリバティブ取引は利用致しますが、投機的な取引

は行わない方針であります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

　デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債

務の為替変動リスクを回避する目的で、また金利関連で

は借入金利等の将来の金利市場における利率上昇によ

る変動リスクを回避する目的で利用しております。

　なお、デリバティブ取引の利用においてヘッジ会計の

適用を受けております。

(3）取引の利用目的

　　　　　　　　　　　同左

 

　ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、

為替予約については振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理

の要件を満たしている場合は特例処理を採用してお

ります。

 

　

　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段……金利スワップ及び先物為替予約

　ヘッジ対象……借入金並びに外貨建債権

　

　

　

　ヘッジ方針

　主として当社の市場リスク管理規程に基づき、金利

変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしておりま

す。金利変動リスクについては、総借入に占める固定

金利建借入比率の一定割合以上を維持しております。

為替変動リスクについては、外貨建債権・債務のネッ

ト受取予想額に対して一定のヘッジ比率を維持して

おります。

　

 

　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段及びヘッジ対象について、個別取引毎の

ヘッジ効果を検証しております。ただし、ヘッジ手段

とヘッジ対象に関する元本・利率・期間等の重要な

条件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いことか

ら、ヘッジ有効性の判断は省略しております。

　

 

(4）取引に係るリスクの内容

　デリバティブ取引は通常の取引の範囲内であり、変動

リスクはほとんどないと認識しております。

(4）取引に係るリスクの内容 

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引はその権限を定めた社内規程に基づ

き資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っており

ます。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　為替予約取引のうち、期末に外貨建金銭債権債務等に

振り当てたことにより、当該外貨建金銭債権債務等の換

算を通じて連結財務諸表に計上されているものは、時価

等の開示の対象には含まれておりません。

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２．取引の時価等に関する事項

(1）通貨関連

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

　当連結会計年度において、全てヘッジ会計が適用されて

いるため該当事項はありません。

同左
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、主に退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を設けております。

　また、一部の在外連結子会社は当該国の公的な年金制度を利用しております。

２．退職給付債務に関する事項

  前連結会計年度
（平成19年１月31日）

当連結会計年度
（平成20年１月31日）

(1） 退職給付債務（百万円） △6,129 △6,394  

(2） 年金資産（百万円） 163 195  

(3） 未積立退職給付債務 (1)＋(2)（百万円） △5,965 △6,199  

(4） 未認識数理計算上の差異（百万円） 856 658  

(5）
連結貸借対照表計上額純額

 (3)＋(4)（百万円）
△5,109 △5,541  

(6） 退職給付引当金（百万円） △5,109 △5,541  

３．退職給付費用に関する事項

  前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

(1） 勤務費用（百万円） 310 409  

(2） 利息費用（百万円） 91 120  

(3） 数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 70 110  

(4） その他（百万円） △12 △9  

(5） 退職給付費用 (1)＋(2)＋(3)＋(4)（百万円) 459 630  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  
前連結会計年度

（平成19年１月31日）
当連結会計年度

（平成20年１月31日）

(1） 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(2） 割引率（％） 2.0 同左

(3） 期待運用収益率（％） 0.0 同左

(4） 過去勤務債務の処理年数 当連結会計年度に一括処理 同左

(5） 数理計算上の差異の処理年数 翌連結会計年度より10年 同左
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成19年１月31日）
当連結会計年度

（平成20年１月31日）

(1）流動の部       

繰延税金資産       

賞与引当金限度超過額  346百万円  367百万円

たな卸資産評価損  205   80  

その他  456   75  

繰延税金資産小計  1,008   523  

繰延ヘッジ損益  19   △7  

繰延税金資産合計  1,028   516  

繰延税金負債       

　海外子会社留保金課税  －   △655  

その他  －   △10  

繰延税金負債合計  －   △665  

繰延税金資産の純額  1,028   △149  

(2）固定の部       

繰延税金資産       

減価償却費限度超過額  3,784   4,078  

海外子会社投資免税  －   3,745  

退職給付引当金限度超過額  1,989   2,177  

投資有価証券評価損  562   21  

その他  239   400  

繰延税金資産小計  6,575   10,422  

評価性引当額  △187   △116  

繰延税金資産合計  6,388   10,306  

繰延税金負債       

　固定資産圧縮積立金  －   △16  

その他有価証券評価差額金  △53   △7  

繰延税金負債合計  △53   △24  

繰延税金資産の純額  6,335   10,282  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳

 
前連結会計年度

（平成19年１月31日）
当連結会計年度

（平成20年１月31日）

連結財務諸表提出会社の法定実効税率  40.1％   40.1％  

（調整）評価性引当額増減  △8.7％   △0.4％  

海外子会社の税率差異  △5.4％   △9.4％  

法人税等の特別控除  △3.3％   △1.6％  

海外子会社留保金課税  2.3％   2.9％  

海外子会社投資免税  －   △22.4％  

海外子会社留保利益  －   1.9％  

その他  0.5％   1.6％  

税効果会計適用後の法人税等の負担率  25.5％   12.7％  
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成18年４月１日至平成19年１月31日）及び当連結会計年度（自平成19年２月１日至平成

20年１月31日）における当社及び連結子会社の事業は、シリコンウェーハの製造、販売を事業内容とする単一事

業区分であるため、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。

【所在地別セグメント情報】

　最近２連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年１月31日）

 
日本

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
68,129 3,713 12,413 84,257 － 84,257

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,876 － 4,047 9,924 (9,924) －

計 74,006 3,713 16,461 94,182 (9,924) 84,257

営業費用 64,018 3,702 12,506 80,227 (10,148) 70,078

営業利益 9,988 11 3,955 13,955 223 14,179

Ⅱ　資産 91,424 1,284 39,523 132,231 (3,265) 128,966

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

 
日本

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
87,166 4,930 25,035 117,132 － 117,132

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
6,864 － 5,068 11,932 (11,932) －

計 94,030 4,930 30,104 129,065 (11,932) 117,132

営業費用 79,867 4,927 23,664 108,458 (12,306) 96,152

営業利益 14,162 3 6,440 20,606 373 20,980

Ⅱ　資産 111,365 1,311 67,618 180,295 (3,316) 176,979

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

(1）欧州………ベルギー

(2）アジア……台湾

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は次のとおりであり、主なものは当社での余資運

用資金（短期貸付金）、長期投資資金（出資金）に係る資産等であります。

全社資産の金額　　前連結会計年度　　　　8百万円

当連結会計年度　　　　9百万円
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【海外売上高】

　最近２連結会計年度の海外売上高は次のとおりであります。

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年１月31日）

 北米 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 14,866 5,863 25,427 46,158

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 84,257

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
17.6 7.0 30.2 54.8

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

 北米 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 16,915 7,506 41,405 65,827

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 117,132

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
14.4 6.4 35.4 56.2

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米………米国、カナダ

(2）欧州………イギリス、ドイツ、フランス、イタリア他

(3）アジア……台湾、中国、シンガポール他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年１月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 ㈱SUMCO
東京都

港区
114,107

シリコン

ウェーハの

製造販売

　51.1％
兼任

５名
親会社 － － － －

法人主

要株主
㈱小松製作所

東京都

港区
70,120

建設機械等

の製造販売
　10.9％ なし

法人主

要株主
資金の貸付 19,998

短期貸付

金
－

(2）役員及び個人主要株主等

          該当事項はありません。
 
      (3）子会社等

          該当事項はありません。

          
(4）兄弟会社等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

の子会

社

ジャパンスー

パークォーツ

㈱

秋田県

秋田市
300

高純度石英

ルツボの製

造販売

なし なし
貯蔵品

仕入先
－ － － －

法人主

要株主

の子会

社

コマツシリコ

ンアメリカ㈲

米国オ

レゴン

州

百万米ドル

535

シリコン

ウェーハの

販売

なし なし

当社製

品の販

売会社

当社製品の

販売
14,863 売掛金 3,183

　（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

　（1）価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

　（2）取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

２．株式会社SUMCOは、平成18年10月18日に当社株式を公開買付けにより15,402,000株（議決権比率51.1％）を

取得したことにより、同日付をもって同社が従来親会社であった株式会社小松製作所に代って当社の親会社

となりました。

このことにより親会社及び法人主要株主等、兄弟会社等が下記のとおりになっております。

親会社及び法人主要株主等

・㈱SUMCOは親会社に該当することとなりました。

・㈱小松製作所は法人主要株主に該当することとなりました。

兄弟会社等

・ジャパンスーパークォーツ㈱は親会社の子会社に該当することとなりました。

・コマツシリコンアメリカ㈲は法人主要株主の子会社に該当することとなりました。

なお、㈱SUMCO及びジャパンスーパークォーツ㈱の取引については、金額に重要性がないため、記載を省略

しております。

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 ㈱SUMCO
東京都

港区
114,107

シリコン

ウェーハの

製造販売

　51.0％
兼任

６名
親会社 － － － －

法人主

要株主
㈱小松製作所

東京都

港区
70,120

建設機械等

の製造販売
　10.9％ なし

法人主

要株主
－ － － －

(2）役員及び個人主要株主等

          該当事項はありません。
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      (3）子会社等

          該当事項はありません。
 

(4）兄弟会社等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

の子会

社

 

ジャパンスー

パークォーツ

㈱

秋田県

秋田市
300

高純度石英

ルツボの製

造販売

なし なし
貯蔵品

仕入先
－ － － －

SUMCOソー

ラー㈱

和歌山

県海南

市

450

太陽電池用

シリコン基

盤製造

なし なし
材料供

給
 － － － －

法人主

要株主

の子会

社

コマツシリコ

ンアメリカ㈲

米国オ

レゴン

州

百万米ドル

535

シリコン

ウェーハの

販売

なし なし

当社製

品の販

売会社

当社製品の

販売
16,915 売掛金 2,580

　（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等

　（1）価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。

　（2）取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

２．㈱SUMCO、㈱小松製作所、ジャパンスーパークォーツ㈱及びSUMCOソーラー㈱の取引については、金額に重

要性がないため記載を省略しております。

（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１株当たり純資産額（円） 1,300.09 1,886.89

１株当たり当期純利益金額（円） 293.30 468.18

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

当期純利益（百万円） 8,857 14,139

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 8,857 14,139

期中平均株式数（千株） 30,199 30,199
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

────── 　当社は、平成20年３月６日開催の取締役会において、株式

交換による株式会社SUMCOの完全子会社化に関する契約

締結を行うことを決議し、同日付で株式会社SUMCOと株式

交換契約を締結いたしました。この結果、当社は株式会社

SUMCOの完全子会社となり、上場廃止となる予定です。

 

１．株式交換の目的       

　株式会社SUMCOは平成18年10月18日に、当社の発行済株

式総数の51%を公開買付により取得し、その後、シナジーの

追求を図り、一定の成果を上げてまいりましたが、更なるシ

ナジーを追求し、企業価値の最大化を図るためには、より一

体化を進めることが必要であると判断いたしました。

       

２．株式交換する対象会社の概要       

　(1)商号    株式会社SUMCO 　   

　(2)主な事業内容 シリコンウェーハの製造・販売

　(3)資本金の額 

　　 114,107百万円（平成20年１月31日現在）     

　(4)上場取引所  株式会社東京証券取引所      

　(5)発行済株式総数  254,400千株     

３．株式交換の内容       

　(1)株式交換の日程       

　  定時株主総会基準日 (SUMCO TECHXIV)  

      平成20年１月31日(木） 

　  株式交換決議取締役会 (両社) 

      平成20年３月６日(木) 

    株式交換契約締結  (両社)  

      平成20年３月６日(木) 

    株式交換承認定時株主総会 (SUMCO TECHXIV)

      平成20年４月23日(水)

　  上場廃止日 (SUMCO TECHXIV) 

      平成20年５月26日(月)（予定） 

    株式交換の効力発生日

      平成20年５月30日(金)（予定） 

  　株券交付日      

      平成20年７月下旬（予定） 

  (2)株式交換比率       

　　当社の普通株式１株に対して、株式会社SUMCOの普通

　株式1.2株を割当て交付いたします。ただし、株式会社

　SUMCOが保有する当社株式15,402,000株については、株

　式交換による株式の割当てを行いません。       

　(3)株式交換比率の算定根拠       

　　株式会社SUMCOは大和証券エスエムビーシー株式会社

　を、当社は株式会社KPMG FASを第三者算定機関として選

  任し、市場株価法及びDCF法の各算定方法により交換比

  率の参考値を算出し、これをもとに、株式会社SUMCOと

  協議を重ねた結果、上記の交換比率といたしました。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 18,683 23,342 1.48 －

１年以内に返済予定の長期借入金 4,200 6,750 0.93 －

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) 17,650 15,100 1.53 平成21年～23年

　　　　　　　　　　　計 40,533 45,192 － －

その他の有利子負債     

　ファイナンス・リース未払金（１年以内） － 313 5.06 －

　ファイナンス・リース未払金（１年超） － 1,168 5.07  平成21年～24年

 　　　　　　　　　　　計 － 1,481 － －

合計 40,533 46,674 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及びファイナンス・リース未払金（１年超）の連結決算

日後５年以内における返済予定額は次のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 5,100 7,000 3,000 －

その他の有利子負債     

 ファイナンス・リース未払金 318 324 525 －

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
第62期

（平成19年１月31日）
第63期

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,960   2,953  

２．受取手形   491   134  

３．売掛金 ※２  20,169   20,849  

４．有価証券   －   1,500  

５．製品   4,638   4,631  

６．半製品   2,360   1,927  

７．原材料   3,424   2,799  

８．仕掛品   2,111   2,260  

９．貯蔵品   1,556   3,201  

10．前渡金   1,609   3,582  

11．前払費用   285   293  

12．繰延税金資産   952   940  

13．その他   677   1,827  

貸倒引当金   △41   △41  

流動資産合計   41,196 38.8  46,859 36.9

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※１ 30,168   30,990   

減価償却累計額  19,486 10,681  20,316 10,673  

(2）構築物 ※１ 2,295   2,571   

減価償却累計額  1,515 779  1,569 1,002  

(3）機械及び装置 ※１ 140,871   157,585   

減価償却累計額  112,056 28,815  118,812 38,773  

(4）車両及び運搬具  76   77   

減価償却累計額  61 14  65 12  

(5）工具、器具及び備品 ※１ 3,164   3,356   

減価償却累計額  2,695 469  2,720 636  

(6）土地   3,213   3,146  

(7）建設仮勘定   649   4,784  

有形固定資産合計   44,623 42.0  59,030 46.6

２．無形固定資産        

(1）特許権   173   107  

(2）ソフトウェア   906   1,274  

(3）その他   40   7  

無形固定資産合計   1,120 1.1  1,388 1.1

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   264   147  

(2）関係会社株式   15,115   16,014  

(3）長期前払費用   72   79  

(4）繰延税金資産   3,541   3,096  

(5）その他   264   226  

貸倒引当金   △4   △2  

       投資その他の資産合計   19,252 18.1  19,563 15.4

固定資産合計   64,996 61.2  79,982 63.1

資産合計   106,192 100.0  126,841 100.0
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第62期

（平成19年１月31日）
第63期

（平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形   1,976   1,716  

２．買掛金 ※２  11,820   10,183  

３．短期借入金 ※２  13,190   17,110  

４．１年以内返済予定長期借入金   4,200   6,750  

５．１年以内返済予定ファイナン
ス・リース未払金

  －   313  

６．未払金   6,309   15,934  

７．未払費用   581   1,142  

８．未払法人税等   2,792   1,780  

９．預り金   144   136  

10．賞与引当金   818   863  

11．設備関係支払手形   2,293   2,713  

12．その他   47   0  

流動負債合計   44,174 41.6  58,644 46.2

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   17,650   15,100  

２．ファイナンス・リース未払金   －   1,168  

３．長期未払金   145   50  

４．退職給付引当金   4,677   5,094  

固定負債合計   22,473 21.2  21,413 16.9

負債合計   66,647 62.8  80,057 63.1

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   11,636 10.9  11,636 9.2

２．資本剰余金        

（1）資本準備金  12,824   12,824   

資本剰余金合計   12,824 12.1  12,824 10.1

３．利益剰余金        

（1）その他利益剰余金        

 　　固定資産圧縮積立金  －   24   

繰越利益剰余金  15,033   22,277   

利益剰余金合計   15,033 14.2  22,302 17.6

４．自己株式   △0 △0.0  △1 △0.0

株主資本合計   39,494 37.2  46,762 36.9

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差額金   80 0.0  11 0.0

２．繰延ヘッジ損益   △29 △0.0  10 0.0

評価・換算差額等合計   51 0.0  21 0.0

純資産合計   39,545 37.2  46,784 36.9

負債純資産合計   106,192 100.0  126,841 100.0
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②【損益計算書】

  
第62期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   72,450 100.0  90,452 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．製品期首たな卸高  4,022   4,638   

２．当期製品製造原価 ※３ 56,154   68,505   

合計  60,177   73,144   

３．他勘定振替高 ※１ 13   127   

４．製品期末たな卸高  4,638 55,524 76.6 4,631 68,385 75.6

売上総利益   16,925 23.4  22,066 24.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２，３  8,111 11.2  11,030 12.2

営業利益   8,814 12.2  11,036 12.2

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  8   5   

２．受取配当金 ※４ 252   1,250   

３．為替差益  121   －   

４．設備貸与料  9   51   

５．作業屑売却益 ※５ 541   1,469   

６．その他  142 1,076 1.5 394 3,171 3.5

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  295   432   

２．為替差損  －   820   

３．債権譲渡損  47   86   

４．その他  10 353 0.5 126 1,465 1.6

経常利益   9,537 13.2  12,742 14.1

Ⅵ　特別利益        

１．子会社株式売却益  196   897   

２．関連会社株式売却益  －   32   

３．投資損失引当金戻入額  2,448 2,644 3.6 － 930 1.0

Ⅶ　特別損失        

１．統合関連費用 ※６ 256   －   

２．技術部門移転費用 ※７ － 256 0.3 587 587 0.6

税引前当期純利益   11,925 16.5  13,084 14.5

法人税、住民税及び事業税  3,375   4,343   

法人税等調整額  △105 3,270 4.6 475 4,818 5.4

当期純利益   8,655 11.9  8,265 9.1
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製造原価明細書

  
第62期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

区分
注記番
号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  23,722 42.0 29,724 43.6

Ⅱ　労務費  9,852 17.4 11,918 17.5

Ⅲ　経費 ※２ 22,900 40.6 26,552 38.9

当期総製造費用  56,475 100.0 68,194 100.0

期首仕掛品たな卸高 ※３ 3,893  4,472  

計  60,368  72,667  

他勘定振替高 ※４ △258  △26  

期末仕掛品たな卸高 ※３ 4,472  4,188  

当期製品製造原価  56,154  68,505  

（脚注）

第62期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

　１．原価計算の方法

工程別実際総合原価計算を採用しております。

　１．原価計算の方法

同左

※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。

外注加工費 1,804百万円

減価償却費 7,441

外注加工費 2,594百万円

減価償却費 9,772

※３．仕掛品とは半製品、仕掛品の合計額であります。 ※３．　　　　　　　　 同左

※４．内訳は次のとおりであります。 ※４．内訳は次のとおりであります。

 販売費及び一般管理費 △263百万円

 営業外費用 5

 計 △258

 販売費及び一般管理費 △48百万円

 営業外費用 21

 計 △26
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③【株主資本等変動計算書】

第62期（自　平成18年４月１日　至　平成19年１月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計繰越利益

剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

11,636 12,824 12,824 6,831 6,831 △0 31,291

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）    △211 △211  △211

剰余金の配当    △241 △241  △241

当期純利益    8,655 8,655  8,655

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － 8,202 8,202 － 8,202

平成19年１月31日　残高
（百万円）

11,636 12,824 12,824 15,033 15,033 △0 39,494

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

120 － 120 31,412

事業年度中の変動額     

剰余金の配当（注）    △211

剰余金の配当    △241

当期純利益    8,655

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△40 △29 △69 △69

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△40 △29 △69 8,133

平成19年１月31日　残高
（百万円）

80 △29 51 39,545

　（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

第63期（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計固定資産圧縮

積立金
繰越利益
剰余金

平成19年１月31日　残高
（百万円）

11,636 12,824 12,824 － 15,033 15,033 △0 39,494

事業年度中の変動額         

固定資産圧縮積立金の積立    24 △24 －  －

剰余金の配当     △996 △996  △996

当期純利益     8,265 8,265  8,265

自己株式の取得       △1 △1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － － 24 7,243 7,268 △1 7,267
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計固定資産圧縮

積立金
繰越利益
剰余金

平成20年１月31日　残高
（百万円）

11,636 12,824 12,824 24 22,277 22,302 △1 46,762

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等

合計

平成19年１月31日　残高
（百万円）

80 △29 51 39,545

事業年度中の変動額     

固定資産圧縮積立金の積立    －

剰余金の配当    △996

当期純利益    8,265

自己株式の取得     △1

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△69 39 △29 △29

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△69 39 △29 7,238

平成20年１月31日　残高
（百万円）

11 10 21 46,784
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重要な会計方針

項目
第62期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

①　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定。）

(2）その他有価証券

①　時価のあるもの

　　　　　同左

 ②　時価のないもの

移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の

評価基準及び評価方法

(1）デリバティブ

時価法

(1）デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

製品・半製品・仕掛品

…総平均法による原価法

製品・半製品・仕掛品

…　　　　　同左

 原材料・貯蔵品

…移動平均法による原価法

原材料・貯蔵品

…　　　　　同左

４．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　　　　15～50年

機械及び装置　５～７年

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づいております。

(2）無形固定資産

同左

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は当期

の損益として処理しております。

同左
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項目
第62期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）投資損失引当金

関係会社等への投資に係る損失に備

えるため、資産内容等を勘案して必要

額を計上しております。

(2）　　　　──────

 

 (3）賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当期負担分を

計上しております。

(3）賞与引当金

同左

 (4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務見込額に基

づき計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理しております。

(4）退職給付引当金

同左

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約については

振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を、金利スワップについて

は特例処理の要件を満たしている場

合は特例処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

            同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ及び先物

為替予約

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　同左

 ヘッジ対象…借入金並びに外貨建債

権
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項目
第62期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

 (3）ヘッジ方針

当社の市場リスク管理規程に基づき、

金利変動リスク及び為替変動リスク

をヘッジしております。金利変動リス

クについては、総借入に占める固定金

利建借入比率を一定割合以上に維持

しております。

為替変動リスクについては、外貨建債

権・債務のネット受取予想額に対し

て一定のヘッジ比率を維持しており

ます。

(3）ヘッジ方針

　　　　　　同左

 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段及びヘッジ対象について、

個別取引毎のヘッジ効果を検証して

おります。ただし、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象に関する元本・利率・期間等

の重要な条件が同一の場合はヘッジ

効果が極めて高いことから、ヘッジ有

効性の判断は省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

 　 　　　　同左

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

第62期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月

９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は39,574百万

円であります。

　なお、当期における貸借対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。

　　　　　　　　　──────

　

　　　　　　　　　────── 

 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19

年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ393百万円減少しております。
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表示方法の変更

第62期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

（損益計算書）  　　　　　　　　　 ──────

　前事業年度まで、営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「債権譲渡損」（前事業年度27百万

円）は営業外費用の100分の10を超えることとなった

ため区分掲記することに変更しました。

 

注記事項

（貸借対照表関係）

第62期
（平成19年１月31日）

第63期
（平成20年１月31日）

※１．国庫補助金により、有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳額は、次のとおりであります。

※１．国庫補助金により、有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳額は、次のとおりであります。

建物 235百万円

構築物 273

機械及び装置 869

工具、器具及び備品 2

計 1,381

建物 235百万円

構築物 269

機械及び装置 811

工具、器具及び備品 2

計 1,319

※２．関係会社に係る主な資産

区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは、次のとおりでありま

す。

※２．関係会社に係る主な資産

区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは、次のとおりでありま

す。

流動資産  

　売掛金 2,214百万円

流動負債  

　買掛金 934百万円

　短期借入金 540百万円

流動資産  

　売掛金 1,985百万円

流動負債  

　買掛金 684百万円

　短期借入金 960百万円

　３．偶発債務

債務保証

次の関係会社等の金融機関等からの借入等に対

し、債務保証を行っております。

　３．　　　　　　 ──────

 

　　　

㈱サイマックス 57百万円   
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（損益計算書関係）

第62期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 13百万円

営業外費用 0

計 13

販売費及び一般管理費 121百万円

営業外費用 6

計 127

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は34％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は66％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は30％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は70％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

研究開発費 2,360百万円

給与手当 1,994

運賃梱包費 1,660

租税公課  440

福利厚生費  415

業務委託費 405

減価償却費  259

賞与引当金繰入額  174

退職給付引当金繰入額  89

研究開発費 3,560百万円

給与手当 2,432

運賃梱包費 1,875

租税公課  551

業務委託費  537

福利厚生費  536

減価償却費  302

賞与引当金繰入額  175

退職給付引当金繰入額 118

※３．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、4,607百万円であります。

※３．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、5,794百万円であります。

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社受取配当金 249百万円 関係会社受取配当金 1,248百万円

※５．区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

※５．区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

作業屑売却益 506百万円 作業屑売却益 1,440百万円

※６.統合関連費用は、株式会社ＳＵＭＣＯとの経営統合に

伴う費用であります。

　６．　　　　　　 ──────

　７．　　　　　　 ────── ※７．技術部門移転費用は、平塚テクニカルセンター技術

部門が主として株式会社ＳＵＭＣＯ（伊万里事業

所）へ移転することに伴う費用であります。  
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（株主資本等変動計算書関係）
 

第62期（自　平成18年４月１日　至　平成19年１月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 47 － － 47

合計 47 － － 47

第63期（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 47 213 － 260

合計 47 213 － 260

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加213株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

項目
第62期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

機械及び
装置 4,185 2,618 1,566

工具、器具
及び備品 696 120 576

その他 105 16 88

合計 4,987 2,755 2,231

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

機械及び
装置 929 433 496

工具、器具
及び備品 689 466 223

その他 104 62 41

合計 1,723 962 761

 （注）　取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

同左

 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 １年内 703百万円

１年超 1,528

合計 2,231

１年内 190百万円

１年超 570

合計 761

 （注）　未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が、有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。

同左

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失

 支払リース料 765百万円

減価償却費相当額 765

支払リース料 283百万円

減価償却費相当額 283

 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

 （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

第62期　（平成19年１月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 　　 第63期　（平成20年１月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社株式 15,863 149,625 133,761

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
第62期

（平成19年１月31日）  
第63期

（平成20年１月31日）

(1）流動の部        

繰延税金資産        

賞与引当金限度超過額  328百万円  346百万円

たな卸資産評価損  207   80 

その他  397   521 

繰延税金資産小計  932   947 

繰延ヘッジ損益  19   △7 

繰延税金資産合計  952   940 

        

(2）固定の部        

繰延税金資産        

退職給付引当金限度超過額  1,875   2,043 

減価償却費限度超過額  1,165   1,031 

投資有価証券評価損  562   21 

その他  178   126 

繰延税金資産小計  3,782   3,222 

評価性引当額  △187   △101 

繰延税金資産合計  3,595   3,121 

繰延税金負債        

　固定資産圧縮積立金  －   △16 

その他有価証券評価差額金  △53   △7 

繰延税金負債合計  △53   △24 

繰延税金資産の純額  3,541   3,096 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳

 
第62期

（平成19年１月31日）  
第63期

（平成20年１月31日）

財務諸表提出会社の法定実効税率  40.1％   40.1％ 

（調整）評価性引当額増減  △8.0    △0.7  

法人税等の特別控除額  △4.2    △2.8  

その他  △0.5    0.2  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.4    36.8  
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（１株当たり情報）

項目
第62期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

１株当たり純資産額（円） 1,309.46 1,549.16

１株当たり当期純利益金額（円） 286.60 273.69

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第62期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

当期純利益（百万円） 8,655 8,265

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る当期純利益

（百万円）
8,655 8,265

期中平均株式数（千株） 30,199 30,199
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（重要な後発事象）

第62期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年１月31日）

第63期
（自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日）

────── 　当社は、平成20年３月６日開催の取締役会において、株式

交換による株式会社SUMCOの完全子会社化に関する契約

締結を行うことを決議し、同日付で株式会社SUMCOと株

式交換契約を締結いたしました。この結果、当社は株式会

社SUMCOの完全子会社となり、上場廃止となる予定です。

 

１．株式交換の目的       

　株式会社SUMCOは平成18年10月18日に、当社の発行済株

式総数の51%を公開買付により取得し、その後、シナジーの

追求を図り、一定の成果を上げてまいりましたが、更なる

シナジーを追求し、企業価値の最大化を図るためには、よ

り一体化を進めることが必要であると判断いたしました。

       

２．株式交換する対象会社の概要       

　(1)商号    株式会社SUMCO 　   

　(2)主な事業内容 シリコンウェーハの製造・販売

　(3)資本金の額 

　　 114,107百万円（平成20年１月31日現在）     

　(4)上場取引所  株式会社東京証券取引所      

　(5)発行済株式総数  254,400千株     

３．株式交換の内容       

　(1)株式交換の日程       

　  定時株主総会基準日 (SUMCO TECHXIV)  

      平成20年１月31日(木） 

　  株式交換決議取締役会 (両社) 

      平成20年３月６日(木) 

    株式交換契約締結  (両社)  

      平成20年３月６日(木) 

    株式交換承認定時株主総会 (SUMCO TECHXIV)

      平成20年４月23日(水)

　  上場廃止日 (SUMCO TECHXIV) 

      平成20年５月26日(月)（予定） 

    株式交換の効力発生日

      平成20年５月30日(金)（予定） 

  　株券交付日      

      平成20年７月下旬（予定） 

  (2)株式交換比率       

　　当社の普通株式１株に対して、株式会社SUMCOの普通

　株式1.2株を割当て交付いたします。ただし、株式会社

　SUMCOが保有する当社株式15,402,000株については、株

　式交換による株式の割当てを行いません。       

　(3)株式交換比率の算定根拠       

　　株式会社SUMCOは大和証券エスエムビーシー株式会社

　を、当社は株式会社KPMG FASを第三者算定機関として

  選任し、市場株価法及びDCF法の各算定方法により交換

　比率の参考値を算出し、これをもとに、株式会社SUMCO

　と協議を重ねた結果、上記の交換比率といたしまし

　た。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

   【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

日本インター㈱ 244,915 72

㈱セミコンクリエイト 140 21

㈱十八銀行 50,000 20

㈱アルカディア大村 400 20

㈱ ティーディーワイ 4,400 9

㈱三社電機製作所 5,000 4

　その他（３銘柄） 290,359 1

計 595,214 147

 　　　　　【その他】

種類 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他有

価証券
  譲渡性預金（２銘柄） － 1,500

計 － 1,500
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 30,168 1,041 219 30,990 20,316 1,008 10,673

構築物 2,295 341 64 2,571 1,569 100 1,002

機械及び装置 140,871 19,384 2,670 157,585 118,812 9,202 38,773

車両及び運搬具 76 4 2 77 65 6 12

工具、器具及び備品 3,164 378 186 3,356 2,720 198 636

土地 3,213 － 67 3,146 － － 3,146

建設仮勘定 649 25,357 21,222 4,784 － － 4,784

計 180,438 46,508 24,433 202,513 143,483 10,515 59,030

無形固定資産        

特許権 228 － － 228 120 65 107

ソフトウェア 4,906 703 127 5,482 4,208 333 1,274

その他 72 － － 72 65 33 7

計 5,206 1,443 866 5,783 4,394 432 1,388

長期前払費用 73 75 67 79 1 0 79

繰延資産 － － － － － － －

　（注）１.有形固定資産の当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 ・200mm以下シリコンウェーハ生産設備 4,953百万円

 ・300mmシリコンウェーハ生産設備 14,431百万円

建設仮勘定 ・主に上記設備の取得に関するものであります。

２．有形固定資産の当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 ・200mm以下シリコンウェーハ生産設備 2,144百万円

 ・300mm以下シリコンウェーハ生産設備 484百万円

 ・シリコンウェーハ試験設備 40百万円

建設仮勘定 ・主に（注）１．に記載しております本勘定への振替であります。 
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金（流動）（注） 41 41 － 41 41

貸倒引当金（固定） 4 － 2 － 2

賞与引当金 818 863 818 － 863

　（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

１）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 2

預金  

当座預金 1,249

普通預金 1,701

小計 2,951

合計 2,953

２）受取手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ケィティーエル 43

ケイエスティワールド㈱ 41

コーデンシ㈱ 31

浜松ホトニクス㈱ 17

合計 134

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年２月期日 20

３月期日 20

４月期日 66

５月期日 7

６月期日 17

合計 134

３）売掛金

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

コマツシリコンアメリカ㈲ 2,580

シャープ㈱ 1,888
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相手先 金額（百万円）

㈱東芝セミコンダクター社 1,453

三菱電機㈱ 1,122

FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATION 1,110

その他 12,693

合計 20,849

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

20,169 92,838 92,158 20,849 81.6 80.6

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

４）製品

品目 金額（百万円）

シリコンウェーハ 4,631

５）半製品

品目 金額（百万円）

単結晶シリコン 1,445

シリコンウェーハ 470

多結晶シリコン 11

合計 1,927

６）原材料

品目 金額（百万円）

シリコン素材（多結晶） 2,799

７）仕掛品

品目 金額（百万円）

シリコンウェーハ 1,866

単結晶シリコン 302

多結晶シリコン 91

合計 2,260

８）貯蔵品

区分 金額（百万円）

黒鉛類 809
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区分 金額（百万円）

研磨類 221

包装類 52

石英類 47

その他 2,071

合計 3,201

②　固定資産

１）関係会社株式

区分 金額（百万円）

FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATION 15,863

SUMCO TECHXIV EUROPE N.V. 82

SUMTECサービス㈱ 68

合計 16,014

③　流動負債

１）支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

コバレントマテリアル㈱ 484

スピードファム㈱ 130

ニッタハーストレーディング㈱ 120

東海カーボン㈱ 93

㈱九電工 86

その他 799

合計 1,716

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年２月期日 275

３月期日 310

４月期日 363

５月期日 16

６月期日 751

合計 1,716

２）買掛金

相手先 金額（百万円）

スパークス・ファンディング・コーポレーション 6,095

㈱トクヤマ 925

FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATION 592
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相手先 金額（百万円）

アールイーシー・アドバンスト・シリコン・マテリア

ルズ㈲
290

㈱巴商会 187

その他 2,093

合計 10,183

３）短期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱横浜銀行 3,100

㈱静岡銀行 2,950

㈱三井住友銀行 2,900

㈱みずほコーポレート銀行 2,650

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,250

その他 3,260

合計 17,110

４）１年以内返済予定長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱みずほコーポレート銀行 2,500

㈱三井住友銀行 1,250

太陽生命保険㈱ 1,000

日本生命保険(相) 1,000

その他 1,000

合計 6,750

５）設備関係支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱日立国際電気 676

アプリシアテクノロジー㈱ 384

㈱九電工 367

㈱東精エンジニアリング 177

千代田工販㈱ 137

その他 970

合計 2,713

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年２月期日 227

３月期日 564
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期日別 金額（百万円）

４月期日 308

５月期日 －

６月期日 1,612

合計 2,713

６）未払金

相手先 金額（百万円）

スパークス・ファンディング・コーポレーション 9,404

アプライドマテリアルズジャパン㈱ 435

コマツ工機㈱ 358

千代田工販㈱ 343

ケーエルエーテンコール㈱ 334

その他 5,057

合計 15,934

④　固定負債

１）長期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱横浜銀行 3,000

日本生命保険(相) 3,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,800

㈱みずほコーポレート銀行 2,200

㈱三井住友銀行 2,000

太陽生命保険㈱ 1,000

その他 1,100

合計 15,100

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月１日から１月３１日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 １月３１日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

剰余金の配当の基準日
７月３１日
１月３１日

１単元の株式数 １００株

株式の名義書換  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　本店・全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　本店・全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむ
を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL
http://www.sumcotechxiv.com/

株主に対する特典 なし

（注）１．電子公告は当社のホームページ（http://www.sumcotechxiv.com/）に掲載いたします。

ただし、事故その他のやむを得ない事由により電子公告をすることができない場合、日本経済新聞に掲載して

公告を行います。

　　　２．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第2項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定によ

る請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受

ける権利以外の権利を有しておりません。

　　　３．平成20年4月24日より、株主名簿管理人を三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社から住友信託銀行株式会社に変更致しま

す。なお、変更後の取扱場所、株主名簿管理人及び取次所は次のとおりであります。

 取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

株式の名義書換 株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

 取次所 住友信託銀行株式会社　全国本支店 

 取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社　証券代行部 

単元未満株式の買取 株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

 取次所  住友信託銀行株式会社　全国本支店 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社の親会社等である株式会社SUMCOは、東京証券取引所に上場しており、継続開示会社であります。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第62期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年１月31日）平成19年４月25日関東財務局長に提出

(2）半期報告書

        （第63期中）（自　平成19年２月１日　至　平成19年７月31日）平成19年10月16日関東財務局長に提出

    (3）臨時報告書

    平成20年３月６日関東財務局長に提出

　　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条２項第６号の２の規定に基づく

　　臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年４月24日

SUMCO TECHXIV株式会社    

 取締役会　御中  

   あずさ監査法人  

   
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　輝夫　　　　　印

       

   
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　美晃　　　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

SUMCO TECHXIV株式会社の平成18年４月１日から平成19年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

SUMCO TECHXIV株式会社及び連結子会社の平成19年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適

用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年４月23日

SUMCO TECHXIV株式会社    

 取締役会　御中  

   監査法人トーマツ  

   
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 牛島　毅　　　　　　印

       

   
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊集院　邦光　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るSUMCO TECHXIV株式会社の平成19年２月１日から平成20年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

SUMCO TECHXIV株式会社及び連結子会社の平成20年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年３月６日開催の取締役会において、株式交換による株式会社Ｓ

ＵＭＣＯの完全子会社化に関する契約締結を行うことを決議し、同日付で株式会社ＳＵＭＣＯと株式交換契約を締結して

いる。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年４月24日

SUMCO TECHXIV株式会社    

 取締役会　御中  

   あずさ監査法人  

   
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　輝夫　　　　　印

       

   
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　美晃　　　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

SUMCO TECHXIV株式会社の平成18年４月１日から平成19年１月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

SUMCO TECHXIV株式会社の平成19年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適

用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年４月23日

SUMCO TECHXIV株式会社    

 取締役会　御中  

   監査法人トーマツ  

   
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 牛島　毅　　　　　　印

       

   
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊集院　邦光　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るSUMCO TECHXIV株式会社の平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

SUMCO TECHXIV株式会社の平成20年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年３月６日開催の取締役会において、株式交換による株式会社Ｓ

ＵＭＣＯの完全子会社化に関する契約締結を行うことを決議し、同日付で株式会社ＳＵＭＣＯと株式交換契約を締結して

いる。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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